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日程第７ 陳情第５号 北朝鮮のミサイルに備えた避難訓練等の実施を求める陳情

日程第８ 請願第６号 地方財政の充実・強化を求める陳情

（追加議案）

日程第９ 議案第45号 南部町農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割

合を４分の１以上とすることについて

日程第10 議案第46号 南部町農業委員会委員の任命について

日程第11 発議案第４号 議会における地方行政調査について

日程第12 発議案第５号 南部町飲酒運転根絶宣言に関する決議について

日程第13 発議案第６号 憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書

日程第14 発議案第７号 地方財政の充実・強化を求める意見書

日程第15 委員会の閉会中の継続調査の申し出について

出席議員（14名）

１番 加 藤 学君 ２番 荊 尾 芳 之君

３番 滝 山 克 己君 ４番 長 束 博 信君

５番 白 川 立 真君 ６番 三 鴨 義 文君

７番 仲 田 司 朗君 ８番 板 井 隆君

９番 景 山 浩君 10番 細 田 元 教君

11番 井 田 章 雄君 12番 亀 尾 共 三君

13番 真 壁 容 子君 14番 秦 伊知郎君

欠席議員（なし）

欠 員（なし）

事務局出席職員職氏名

局長 岩 田 典 弘君 書記 田 村 誠君
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書記 杉 谷 元 宏君

書記 中 前 元 希君

説明のため出席した者の職氏名

町長 陶 山 清 孝君 副町長 松 田 繁君

教育長 永 江 多輝夫君 総務課長 唯 清 視君

総務課課長補佐 藤 原 宰君 企画監 中 田 達 彦君

企画政策課長 大 塚 壮君 防災監 種 茂 美君

税務課長 伊 藤 真君 町民生活課長 山 根 修 子君

子育て支援課長 仲 田 磨理子君 教育次長 板 持 照 明君

総務・学校教育課長 見 世 直 樹君 病院事務部長 中 前 三紀夫君

健康福祉課長 糸 田 由 起君 福祉事務所長 岡 田 光 政君

建設課長 田 子 勝 利君 産業課長 芝 田 卓 巳君

午前１１時００分開議

○議長（秦 伊知郎君） それでは、会を開きたいと思います。

ただいまの出席議員数は１４人です。地方自治法第１１３条の規定による定足数に達しており

ますので、本日の会議を開きます。

直ちに本日の会議を開きます。

・ ・

日程第１ 会議録署名議員の指名

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第１２５条の規定により、次の２人を指名いたします。

６番、三鴨義文君、７番、仲田司朗君。

・ ・

日程第２ 議事日程の宣告

○議長（秦 伊知郎君） 日程第２、議事日程の宣告を行います。

本日の議事日程は、お手元に配付の日程表のとおりであります。

・ ・

日程第３ 議案第４２号
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○議長（秦 伊知郎君） 日程第３、議案第４２号、南部町特別職の職員で非常勤のものの報酬及

び費用弁償に関する条例の一部改正についてを議題といたします。

予算決算常任委員長からの報告を求めます。

予算決算常任委員長、景山浩君。

○予算決算常任委員会委員長（景山 浩君） 予算決算常任委員長です。議案第４２号、南部町

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正について。

委員会をもって採決の結果、賛成１０名、反対３名の賛成多数で可決すべきものと決しました。

賛成、反対ございましたので、それぞれの意見を報告をさせていただきます。

まず、反対者の意見ですが、特別職の報酬の引き上げ自体は賛成であるが、その中で一部分、

人権啓発専門員さん、この方の引き上げを、年数と夜の仕事が多いという理由であるが、もし本

当にそういったプロの方を養成をする、育て上げるというのであれば正規職員にすべきであり、

特別職のままでこういった引き上げは反対であるというもの。

そして、賛成の方の御意見としては、同じ件になりますが、特別職の方、プロフェッショナル

の方がこういう給与が高い専門職というところになる道ができるのであれば、今後、励みにもな

ると思われるので賛成であるという、それぞれの賛否の意見がございました。

○議長（秦 伊知郎君） 本案につきましては、全議員で構成する予算決算常任委員会に付託いた

しましたので、質疑を省略し、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論ありませんか。

まず、委員長報告に反対者の発言を許します。

１２番、亀尾共三君。

○議員（12番 亀尾 共三君） １２番、亀尾でございます。この議案第４２号、南部町特別職の

職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正についてでありますが、これに

ついて反対するものであります。理由は、先ほど委員長のほうからも報告ありましたが、私も反

対意見と同じ考えであります。

今の状況を言いますと、全国的にはもちろんですが、この地方でも雇用は増加してるというこ

とが言えると思います。しかし、反面、労働に対する待遇は向上したとは言い切れないと思いま

す。多くの職場では、依然としてやっぱりワーキングプアの方が多数おられる、これが現状では

ないでしょうか。

私は、待遇を改善する、いわゆる向上するということについては賛成であります。しかし、こ

の予算の中で１カ所だけ、いわゆる委員長報告にありましたが、人権啓発専門員、これは新たに
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つくられたポストではなかったでしょうか。これをポストと理由を上げたものは、やはりこうい

うポストをつくって待遇を上げたいということだったんです。理由はなぜかといいますと、あり

ましたけども、勤務年数が多い、いわゆる経験を多く積まれているということ、そして夜の会議

にも出られる機会が多いということ、こういう説明でありました。

私は、こういう重要なポストであるならば、委員長報告にありましたように、ちゃんと正規の

職員を入れるか、あるいは非常勤で続けると、少なくとも続けるということであれば、これは町

から支給される金額であります。でありましたら、きちんとした条例に基づくような裏づけにな

るものを同時に条例をつくって、その上でやるというのであれば、それはそういう考えもあるか

なと思うんですけども、この点について賛成できませんので、反対するものであります。以上で

す。

○議長（秦 伊知郎君） 次に、委員長報告に賛成者の発言を許します。

５番、白川立真君。

○議員（５番 白川 立真君） ５番、白川です。この案件に関しまして可決すべきという立場で

討論をさせていただきます。

先ほども亀尾議員のほうから、報酬を上げるという部分については、これは賛成だということ

を言っておられました。

今回、非常勤の中で、特別職の中で、一部の方のちょっとお話になってしまいますけども、こ

の特別職の方は一般職の方に比べ、専門性の高い業務内容となっていると考えております。私も

人権会議のメンバーですが、人権にかかわる業務の中で現代社会のひずみから生まれてくるさま

ざまな課題への対応は、さらに深く、さらに広くを求められ、停止線というものがないんだなと

いうふうに感じております。つまり、どんどん広がりを見せている。このたび新しく設置された

人権教育啓発専門員は、そういう背景から生まれてきたのだと思っております。このポジション

の任に当たられる方は、これまで蓄積したものをフルに生かして鋭意頑張っていただきたいと思

います。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 今回の特別職の非常勤の報酬、反対、先ほど亀尾議員も述べまし

た。

委員長がまとめてくださったように、本来であれば、それだけ専門性の高い方であれば正規採

用すべきだという意見ももちろんですが、とりわけ委員会の中で論議になったのは、いわゆる特
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別にこれだけを決めてやっていくことについての疑問が出されたのではなかったでしょうか。私

たちは、職員については、原則、待遇改善することは大いに賛成だし、やっていただきたい。

同時に、そのやり方は公平で公正でなくてはならない。そこもしっかりと私たちは見ていかん

といけんと思うんですよ。そういう意味でいえば、出された理由が、夜の会議等が多い問題、そ

れから勤務年数が１０年、先ほどの討論ではいわゆる人権にかかわっているとおっしゃいました。

町内全体見たら、この非常勤の特別職ではないんですけども、非常勤の一般職でなさっている図

書館司書や保育士の方々も１０年の方、いらっしゃるんじゃないかと思うんですよ。もしそうで

あれば、そういう方々をどのようにして待遇改善していくかという全体のテーブルにのせなくて

は、このように特定のもんを出して、その理由が夜の仕事というか、いわゆる時間外労働が多い

ということだと思うんですけども、そのこと、年数が長い。これだけするのであれば、例えば１

０年以上の方について、時間外労働が何時間以上の場合にはこれ適用するというようなことしな

ければ、整合性がつかないのではないかと。行政は、やはり住民からの信頼、職員からの信頼と

いったら、公正公平が第一番に問われる問題だと思いますので、そういう点でいえば、私は非常

勤の特別職を報酬引き上げは、やってきたこと大いに歓迎するんだけれども、ここで私は汚点残

したらいけないと思うんですよ。その点については十分お考えいただきたいということで反対い

たします。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論はありますか。

８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） ８番、板井です。私は、議案第４２号について賛成の立場で討論

させていただきます。

まず、この人権教育と啓発の役割、このたび専門員としてなられるわけですけれど、この人権

教育啓発推進法というのは、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動であり、

人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めるこ

とを目的として、いろいろな啓発活動をされるということです。

先ほど白川議員が賛成討論されたように、非常に専門的なものであり、それにたけておられる、

１０年間、これまで人権教育推進員として大変御尽力をいただいた方だというふうに説明も受け

ました。

先ほど反対討論の中で、昼も仕事し、夜もし、非常に過重な仕事をしていただいてるというふ

うな説明があったんですけど、私は、それだからこの専門員というものをつくられたというわけ

ではないというふうには理解をしています。それはこの１０年間の歴史の中で、普遍的な人権尊
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重の理念というものを大切にしながら、町民の皆さんにわかりやすくさまざまなことを行い、そ

してテーマを持って対応してきてこられた、それが評価されたものだというふうに感じておりま

す。

賛成討論でも先ほど委員長が、報告がありましたように、これからもそういった形で専門的に

一生懸命やっていけば、いずれはそういったようなまた新しいステップを踏むことができる、そ

ういった機会を与えていただいたというふうに思っております。そういった意味で、この特別職

における人権教育啓発専門員の配置、これは間違いないというふうに思います。

以上で賛成の討論とさせていただきます。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

〔討論なし〕

○議長（秦 伊知郎君） これをもって討論を終結いたします。

これより、議案第４２号、南部町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部改正についてを採決いたします。

賛成、反対御意見ございましたので、起立によって決したいと思います。

委員長報告に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、本案は、原案どおり可決されました。

・ ・

日程第４ 議案第４３号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第４、議案第４３号、平成２９年度南部町一般会計補正予算（第１

号）を議題といたします。

予算決算常任委員長からの報告を求めます。

予算決算常任委員長、景山浩君。

○予算決算常任委員会委員長（景山 浩君） 予算決算常任委員長です。議案第４３号、平成２

９年度南部町一般会計補正予算（第１号）は、予算決算常任委員会をもって審査の結果、賛成１

０名、反対３名、賛成多数で可決すべきものと決しました。

賛成、反対ございましたので、それぞれの出ました意見を御報告をさせていただきます。

まず、反対者の意見です。反対の１つ目の理由は、複合施設検討委員会への３００万円という

ふうに発言がありますが、これは検討委員会への３００万円ではなくて、予算の３００万円とい

う意味合いだというふうに思います。今回は、検討委員会で整備基本計画を委託するとのことに
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疑問を持っている。公民館の整備については住民主体で考えないといけない。検討委員会は前の

段階でも同じメンバーである。民間が主体になっているので、財政のことを聞いてもわからない

ということもあるのではないか。委員会も見直して、町の職員も含めて検討をしてほしい。あと、

財源の問題ですが、町長が、人口が減ったら水道料金等の負担を上げないといけないと言われて

いるが、その中でどのくらいのハード財源が可能なのか不明である。限られた財源を使う、でき

るだけお金のかからない方法を求めたい。貧窮する住民の生活、公共料金の負担を少なくするた

めの使い方を考えるべきである。

もう一つは、墓苑の問題。これは宮前墓苑ですが、今回の支出については条例に載っていない

支出となっているので、考え方を明確にする必要があり、反対をするというものでした。

次に、賛成者の意見です。反対議員が言われたことももっともだが、複合施設は必要である。

今後の考えで、民間手法、ＰＰＰやＰＦＩとかを加味した町財政に響かないもの、人口が減る中

でつくって大丈夫な案を考えて出てくるものと思うので、賛成であるという意見でございます。

以上です。

○議長（秦 伊知郎君） 本案につきましては、全議員で構成する予算決算常任委員会に付託いた

しましたので、質疑を省略し、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論ありませんか。

まず、委員長報告に反対者の発言を許します。

１２番、亀尾共三君。

○議員（12番 亀尾 共三君） １２番、亀尾でございます。平成２９年度南部町一般会計補正予

算（第１号）に反対するものであります。理由は、私は一般質問でもこれを取り上げてやったわ

けなんです。それから、委員会の中でもございましたね。今回は補正額が、３４９万４，０００

円が上がっておりますね。

私は、反対の理由は、複合施設の検討事業については、まず公民館さいはく分館の場所に、図

書館ほかも含めた建てかえの複合施設を整備する、この目的ということでありますね。

基本計画の策定は民間事業者に委託して、専門的見地を踏まえて計画を策定する、このように

説明書にはあります。しかし、複合施設検討委員会、委員は１０人であります。この中で町民の

公募者は希望者が５人あったそうですが、２人だけに絞ったということでしたね。片方では、民

間の企業から２社が参加をされておられます。一つは銀行、もう一つはＪＲ会社の関係の加わっ

たとこが参加しております。

私は、公民館が本来の役割の基本である、このことからすれば、町民の声を広く聞くことが欠

－８－



落している、このことがないでしょうか。さらに、土地買収の考えもあることなど、建設費もは

っきりしません。３１年にはこれを行うということなんですけども、しかし、私は一般質問の中

でも、ほかの方の要求でも、限られた財源ということを盛んに言われます。しかし、現在の建物、

いわゆる現在の建物のリフォームを含めた、そしてこの時期には公募による委員の人員をふやし

て、もっと広く聞いて、だってこれが１年や２年で終わる建物ではありません。恐らく２０年、

３０年、場合によってはもっとでも長く、耐用年数が終わっても使えることだと思います。

そういう中、町長も常に言われるのは、将来の人口を推計すると減るということを言われてお

ります。そういう中で、本当にそれに見合うそういう施設を、みんなの意見を酌み合っていいも

のにつくり上げていく、そのことを主張するものであります。そういうことから、この議案に対

しては反対をいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 次に、委員長報告に賛成者の発言を許します。

８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） ８番、板井です。私は、この議案第４３号の一般会計の補正予算

について賛成の立場で討論いたします。

これはきのう、議員として立ち上げました複合施設建設調査特別委員会のほうで企画課長、企

画監含めて今までの経過等々をるる説明を受け、今後の流れについても説明を受けたところです。

まず、先ほど言っておられました検討委員会なんですけれど、何といいますか、地域の業者、

また町外の業者が入ってるということですけれど、例えばジェイアールメンテックさんの社長は、

南部町の方で地元のこともよく知っておられ、そして地域も精通もしておられながら、民間の力

といいますか、民間の活力をしっかりと持った人材であると思っておりますし、また、山陰合銀

については、地元の銀行、今でいうと産官学金、そういったような流れの中での人選であったと

いうふうに思っております。そして、さまざまなこの近隣にあります、最近では日吉津にできま

した福祉……。済みません。もとい……（「日吉津でしょ」と呼ぶ者あり）ちょっと待ってくだ

さい、ごめんなさい。について、複合施設の視察にも行こうということで、先ほど全協なんかで

も話も出たところです。

最近のこういった公共施設を建てるときの考え方として、公共施設のマネジメントというのが

あります。公共施設、過去は行政が主体となって設計をし、対応してたわけなんですけれど、民

間の活力をどんどん入れて、そしてその何がそれについて利点があるかといいますと、サービス

の機能や質の維持向上を図りながら、財政面での負担を軽減、平準化していく方策などが、取り

入れることができます。そういったところを進めていってるのが今の現状であって、施設の複合
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化、集約化、広域化等の全てがこれに入っているというふうに思っております。今でいうＰＰＰ、

ＰＦＩの導入が必要であるというふうに思い、この予算がついておりますところ、整備基本計画

策定のほうも民間にお願いをして、地元に合った、地域に合った、人口に合った形でのものを計

画を策定していただくための３５６万円が計上もされております。

もう日にちも少なく、あと３年もすればお金、合併特例債も使えなくなるという非常に喫緊の

課題でもありますので、ぜひともこれは前向きに進めていただきたいという面から、賛成の討論

とさせていただきます。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論はありませんか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 今回の補正予算に反対します。一番大きな理由が、先ほど議論に

なっております複合施設整備検討事業に掲げられております３４９万４，０００円、これを支出

することについてです。

この委員会に付託された常任委員会での複合施設のこの予算を含めた予算を審査した後、先ほ

ど板井議員もおっしゃってたように、複合施設の特別委員会が議会でも行われました。そこに出

席されていた副町長初め、担当職員の方々、議員も同じ気持ちだと思うのですが、執行部側が複

合施設を、公民館の建てかえを、現在の段階で複合施設建てていくことは議会も了解してきた内

容だという意見に比べて、各議員からは、場所の問題、規模の問題を含めていろんな意見が出た

わけなんですよ。私もそういう意味では随分考えさせられた委員会でした。

そのときに思いましたのは、この私は法勝寺地区ですから、さいはく分館、旧の中央公民館を

見たら、あっこの早期の改修ないしは早く使えるようにしていくというのは住民の希望だし、そ

れはぜひともやっていただきたいこと。

と同時に、そのことが複合施設となって、残った合併特例債の十二、三億の話の中で、１０億

ぐらいの規模でとひとり歩きするようなやり方の問題が、本当に住民の声を入れてるのかという

点では、きのうの議員の質問、質疑の中でも明らかになってきたのではないかというふうに思う

んですよ。そしたら、私は、そういう意味では、真摯に執行部にもきのうの状況見ながら考えて

いただきたいというふうに思うんです。そういう点で見れば、私は今回の整備基本計画策定を、

民間にＰＦＩも含めて委託することの３０５万は、今の段階ではちょっと難しいんじゃないかな

ということを思っております。

するとすれば、公民館の改築に向けてどのような意見があるのかということを、今、検討委員

会立ち上げているのであればそれをふやしていく、ないしは、それと同時に地域住民を含めた全
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町からの意見を聞きながらしていくような取り組みがなければ、なかなか３１年度までには難し

いのかなという感じが正直しているんですよ。そういう点では、今回予算が出たんですけど、こ

れ賛成多数で通すと思いますが、通ると思うんですけども、出た総意から見れば、やっぱりちょ

っとおいとくべきではないかというふうに思っております。

それと、もう一つの不動産鑑定料については、議事録読んでたら、早く土地を何とかせんと間

に合わんじゃないかということを言うんですね。これは全く、先にもう合併特例債終了までの箱

物建設ありきの姿勢ですよね。これでは納得いかないと思うし、とりわけ不動産の鑑定料が３４

万出てたら、議会では一体どこ鑑定するんやと出るから、土地は特定されてくるわけですよ。こ

ういうことはやはり何て前のめりだなというの、率直に思いました。かえってこの事業の意見を

二分させるように混乱させてるんじゃないかなという感じもするわけなんです。そういう意味で

いえば、財源問題にもありますし、再度振り返って考える必要があるのではないかというふうに

思っております。

財源面でいえば、まだ検討するんだけれども、ＰＦＩで民間財源の活力も導入して費用負担を

少なくしたいというんですけども、民間活力のお金がどんだけ来るかもわからん段階で規模をつ

くって、例えばあの１０億を超した場合、よければ誰かが金出してくれる、いけんかったら全部

出すわいなと、このやり方では私は本当に財源考えてるというふうに思えんわけですよ。

もちろん、さいはく分館の早期の改修には使えるようにしていただきたいと同時に、全町考え

たら、町長も言っておられましたように、人口少なくなってくれば、水道料金や国保税、介護保

険ももしかしたら今の倍に上がるかもわからない。こういう中で、住民がここに住み続けること

ができるというのでは、私は今のままの国政が続くのであれば、地方自治体は何らかの形で住民

を支援するような施策が必ず必要になってくるというふうに思うんですよ。そういうときに、限

られた財源だけれども公共料金の負担を減らして、高齢者も安心して住めるような町にという点

でいえば、人口減の中で、今本当に１０億を超す複合施設というものが法勝寺に必要なのか、こ

のことをやっぱり考えないといけないのではないかと思うのですよ。

３１年までに何とかせんといけんということはわかります。そうであれば、ほかの議員からも

意見出ておりましたが、誰もさいはく分館を直すことについては、異論はないわけなんですよ。

見てきましたからね、みんな。であれば、そこと切り離してでも、私は複合施設をつくるのであ

れば全町的にどこがいいかの問題も含めて、そういうやり方もあるのではないかということを言

っておきます。これは私１人の意見ではないということです。ぜひともお考えいただきたいとい

うことで反対いたします。
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○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１０番、細田元教君。

○議員（10番 細田 元教君） 議案第４３号、２９年度南部町一般会計補正予算については、賛

成の立場から討論させていただきます。

補正予算の内容を見ましたら、私の感じたとこですが、今回インターンシップ、要は中国、こ

の近辺の５県の国公立の大学に、中国地方の公立大学に３０校ぐらい案内して、我が町に初めて

インターンシップをしてこの仕事内容をアピールしていきたいと、そういう内容の予算も入って

おります。

それと、地域に、私たち住民に密着しておりましたのが、複合施設は後で言いますが、まちづ

くり推進助成事業で各公民館の改修とかも大事なのが入っておりますし、フォレストタウンに初

めて公民館が、集会所ですね、つくると。赤谷地区には防災交流拠点等で整備がされている。私

たち地域住民として密着した予算が反映されている補正予算が主でございます。

その中で複合施設の問題が、今、一番問題になったのが討論で出てまいりました。いろいろ反

対意見がございましたが、まだ確かにこの間、そんときに一緒に我が議会も特別委員会も開かせ

ていただきまして、そこでいろいろ聞き取りもさせていただきました。メンバーの条件のことも

言われました。その中で企業２名が入っておられると。合銀とＪＲ関係でございますが、これら

についても過去、私たち議員の一般質問の中で、この公民館建てかえ、また改修について、どの

ような考えについてか、質問された議員、私も含めておられます。

町長の答弁では、民間活用、ＰＦＩ、ＰＰＰ等も考慮したいというような答弁があったように

記憶しております。そのようなことを考えれば、検討委員会の中、メンバーに合銀、お金の問題、

どうしてもＰＦＩとかＰＰＰになれば、業者がそういうこともあります。ＪＲの関係は、こっち

は町内の方でございますが、民間企業で活躍されている方でございます。そのような意見もお聞

きするというような検討委員会だった、私は思っております。

民間にこれを委託するということですけど、そのメンバーの中見てもなかなか、これはこのよ

うにどのようなニーズで検討するのもいいですけども、そういうプロフェッショナルに南部町に

今後、人口減少を伴う本当に必要な施設というのはどういうことか、将来推計を考えたことを考

えた恐らくそのコンサルに委託されると、そのようにきのうの特別委員会ではそういうように答

弁されたようなことを記憶しております。

このように、この今回の複合施設については、亀尾議員が言われましたように、また真壁議員

も言われましたように、予算１０億出いてひとり歩きしていると言われましたが、なるべくそう
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いう予算がかからないように、ＰＦＩ、ＰＰＰ等活用しながら、民間活用を促して私たちの財源

も少なくしてなるよう、そのような検討委員会だと私は思ってます。そうして、今後とも南部町

にこれが１０年、２０年たっても本当に必要である、よかったなというような検討委員会をされ

るような今回の予算だということを確信いたしまして、賛成いたします。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これをもって討論を終結いたします。

これより、議案第４３号、平成２９年度南部町一般会計補正予算（第１号）を採決いたします。

賛成、反対御意見ございましたので、起立によって決したいと思います。

委員長報告に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、本案は、原案どおり可決されました。

・ ・

日程第５ 議案第４４号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第５、議案第４４号、平成２９年度南部町農業集落排水事業特別会

計補正予算（第１号）を議題といたします。

予算決算常任委員長から報告を求めます。

予算決算常任委員長、景山浩君。

○予算決算常任委員会委員長（景山 浩君） 予算決算常任委員長です。議案第４４号、平成２

９年度南部町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）は、予算決算常任委員会をもって審

査の結果、全員一致で可決すべきものと決しました。

○議長（秦 伊知郎君） 本案につきましては、全議員で構成する予算決算常任委員会に付託いた

しましたので、質疑を省略し、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、議案第４４号、平成２９年度南部町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）

を採決いたします。

本案は、委員長の報告どおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、委員長の報告どおり可決され

ました。

・ ・

日程第６ 請願第４号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第６、請願第４号、テロ等組織犯罪準備罪（共謀罪）の創設に反対

する請願書を議題といたします。

本件について総務経済常任委員長の報告を求めます。

総務経済常任委員長、三鴨義文君。

○総務経済常任委員会委員長（三鴨 義文君） 総務経済常任委員長、三鴨でございます。付託を

受けました請願第４号、テロ等組織犯罪準備罪（共謀罪）の創設に反対する請願書を審査いたし

ました。

審査の結果、賛成少数で不採択とすべきと決しました。

賛成、反対の御意見がありましたので、報告いたします。委員会６名の中で委員さんの全員の

意見を述べていただきました。

賛成の理由といたしましては、日本において過去、重大事件や凶暴な犯罪が起こった場合には、

新たな法律をつくって対応している。テロを防止するためには十分な法律がある。新たにテロ等

組織犯罪準備罪をつくる意味がないと思う。一番の問題は、内心の、心の中の自由を束縛される

ということ。内心を調べるのは国家権力であり、まさに人権侵害、プライバシーの侵害の最たる

ものである。政府や権力に対して口を出さなくとも、何か思えば共謀しようとしていると勝手に

判定をされる。こういうことはやめるべきであり、請願書は提出するべきである。共謀罪とは違

い、準備行為がなければ逮捕しないということが加わっている。では、準備行為とは何なのかと

いうと非常に曖昧のままであり、これでは共謀罪と変わらない。現行は、犯罪を犯した時点で逮

捕される。しかし、テロ等組織犯罪準備罪では、あくまでもその前の段階で逮捕される。どうや

ってするのかというと、結局特定の人を逮捕するのであれば、監視しなければならない。２４時

間監視か、盗聴するとかしないと逮捕できない。戦前にあった治安維持法とどう違うのか。罪を

犯していない人が対象となったとき、その人のプライバシーはどうなるのか。人権を著しく侵害

するのではないかということで、この請願は提出すべきという賛成の方の意見でした。

逆に反対の方の意見は、今回の請願書は２月８日に提出されたものであり、当時の法案では６

００を超える項目が対象であった。その後、国会で２７７項目に絞った形となっており、請願書

の内容は当時と違ってきている。２７７項目に絞った内容には、テロ、薬物、詐欺罪などの項目
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があり、こうした計画を準備した場合に犯罪になる。未然の防止となるということ。共謀罪をテ

ロ等組織犯罪準備罪という名前に変えたのではなく、新しく考えて出された法律である。日本の

国際的立場、国際的なテロ環境を考えると、当該法律は必要である。適用対象は、テロリズム集

団など、組織的犯罪集団を対象として２７７項目となっている。テロを対象としたものとなって

おり、自由が弾圧されるとか人権侵害とかとは少し違うと認識している。２０１９年、ラグビー

世界大会、２０２０年、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催などもあり、これを

契機にして必要となっていると思う。それぞれに防止法が制定されていますが、防止法では対処

し切れないことが出てきているのも事実。これらを準備の段階で摘発して捕まえるというのも、

共謀罪をさらに補完してその準備段階で罪に問えるというのは、一歩も二歩も進んだものと考え

ている。これが反対の方の意見でした。

それと、お一方の委員の意見として、国会でなされてきた強行採決については不満である、憤

りを覚えるという思いの委員さんもいらっしゃいました。

以上、白熱した討論の末に挙手による採決といたしました結果、先ほど報告しましたとおり、

賛成少数で不採択とすべきと決したところでございます。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 先ほど総務経済常任委員会からの請願書についての審査結果の報

告を聞かせていただきました。きのう、その様子を私も傍聴させていただいて見てきました。

まず、質疑の前に、この請願は出したのが２月の１０日で、３月議会の議運に間に合わなかっ

たもんですからこういうふうになって、それで３月議会では継続審査となって６月議会にかかっ

たわけです。他町でもこういうことがある中で、国会で強行可決された後、もう出てきたからと

いってこれを取り下げた議会も、審査しなかった議会もある中で、ここの南部町議会の総務経済

常任委員会は、そういう意味では、この請願に対して真摯に討論をなさって一定の結論出してく

れたことには敬意を表したいというふうに思っています。

そこでお聞きするんですが、３月議会にかけたときに、よくわからないし、国会でも論議して

いるので勉強する機会も欲しいということで継続になったんですけども、この３月から６月に送

ることによって、国会の中で変化があったわけですよね。それはその国会での強行可決されたわ

けなんですけども、審査の中でそういうふうに継続して延ばして国会での変化があったんですけ

ども、そのことも審査の中では左右するような内容だったんでしょうか。それは委員長としてど

んなふうに考えられましたでしょうか。
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○議長（秦 伊知郎君） 総務経済常任委員長、三鴨義文君。

三鴨義文君。

○総務経済常任委員会委員長（三鴨 義文君） 総務経済常任委員長、三鴨でございます。先ほど

真壁議員がおっしゃったとおりで、３月議会の中では国会でも議論の最中でありましたし、南部

町としましてもその動向を見てからということもありましたし、特段に委員会を招集して議論し

たことはございませんけれども、先ほどお褒めもいただきましたけれども、国会の動きも見越せ

てきましたし、そういう結果が見えてきましたので、今回は審議も意見、討論もしっかりしてこ

ういう結論を出させていただきました。３月から６月の間のことについて特段には会議はしてお

りませんけれども、継続にした意義はあったと、委員の皆さんもしっかり熟知できたんじゃない

かなと思っています。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論はありませんか。

まず、委員長報告に反対者の発言を許します。

１番、加藤学君。

○議員（１番 加藤 学君） １番、加藤です。今回の共謀罪と呼ばせていただいてますテロ等

準備罪について多々問題点があるので、その問題点を指摘して発言とさせていただきます。

過去、この共謀罪、過去３回国会に上がってきましたけれども、３回ともそれぞれ審議された

後、結局採用されておりません。主に言われておりますのは、今回それで４回目上がってまいり

ましたけれども、言われているのが名前が変わっただけだろうというふうに言われております。

その中で１つ上げられるのが、本文の中にテロという文字が全く入っておりませんでした。そこ

で一旦審議を中断して、本文の中に当たりさわりのないところにテロという文字を入れて、それ

で再審議するという、そういった茶番劇みたいなことも起こっております。

また、政府のほうは、幾つかの点についてこの共謀罪が必要である、そういうふうに主張して

こられております。その中の１点が、国際組織犯罪防止条約、これを締結するに当たって共謀罪

が必要である、そういうふうに言われております。しかしながら、この国際組織防止条約、これ

はテロとは全く関係ありません。イタリアのパレルモで採択されたもので、パレルモ条約とも言

われておりますが、これは採択されたのが２０００年です。２０００年というのは、翌年、２０

０１年になって初めてアメリカで同時多発テロが起こり、国際的に初めてテロの脅威というもの
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が問題になった年です。２０００年の段階でできた条約に、テロというものを防止する、そうい

った項目は全く含まれておりません。実際問題、この国際組織犯罪防止条約の中にもテロという

文字は含まれておりません。

また、国連の中にはテロを防止するに当たって１４の法律を上げております。そして、この１

４のうち、１３において日本は条約を締結しております。ですから、現在、テロ防止条約がなく

ても十分に国際組織犯罪防止条約には締結することができます。ちなみに、現在、日本で条約に

締結しておりますのは、プラスチック爆薬探知条約、爆弾テロ防止条約、テロ資金供与防止条約、

核テロリズム防止条約、こういったものです。

また、政府のほうは、東京オリンピックにおいてテロを防止するためにこの共謀罪が必要であ

る、そういうふうにずっと言ってきております。しかしながら、過去、日本においては多くの凶

暴な犯罪、凶悪な犯罪が行われてきました。そして、そのたびに日本政府においては法律を整備

して、そういったものが二度と起きないように、そういった法治の整備を行ってきております。

古くは連合赤軍が起こした浅間山荘事件、爆弾テロ、要するに腹腹時計事件であるとか、そして

ハイジャックとか、こういった凶悪な事件。そして近年においては、オカルト教団が起こした地

下鉄サリン事件もあります。そういった事件が起きるたびに日本政府は法律を改めております。

ハイジャック防止法、通称ですけれども。それから、爆発物取締法、銃刀法、凶器準備集合罪、

それから地下鉄サリン防止条約、そういったものが十分整備されております。こういったものが

あれば、現在新たに共謀罪をつくって、それで東京オリンピックにおいてテロを防止する、そう

いう言い方は多分ないと思っております。

そして、一番問題になってくるのは、さっきもありますとおり、人間の心の中を裁く、そうい

う法律であるということです。これは基本的に基本的人権を侵害する、一番これが問題になって

るものです。現在の日本においては、犯罪を犯した時点で初めて逮捕、拘束されます。ところが、

この共謀罪は、犯罪を起こす前の時点で人を逮捕、拘束する、そういった法律です。この部分が

今までの法律と全く違います。もし、特定のＡという人物を逮捕する場合、どういうことになる

のか。この方は何もやっておりません。しかし、逮捕するには、この共謀罪の考え方からいった

場合、その特定のＡという方を監視したり盗聴したり、もしくはずっとビデオで盗撮したり、そ

ういったことがなされない限り、逮捕には至りません。特に今回、一番多分、多用されるであろ

うという問題が、１６年の５月に改正されました通信傍受法、通称盗聴法と言われるものです。

これ１６年の５月に改正されております。そして、盗聴の範囲という言い方は失礼ですけれども、

適用の範囲が物すごく広げられております。もし、特定のＡ氏を逮捕する場合、この通信傍受法、
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これが多分多用されることになるんではないでしょうか。そういった場合、限りなく一般の人を

監視する、そういう世界になってしまいます。こうなった場合、人権の侵害、これが著しく、甚

だしく阻害されます。

それと、最後に、多分、後でどなたかが発言されるのではないかと思いますので、若干言って

おきます。過去３回、共謀罪が廃案になりました。一番最初に廃案になったとき、対象の法律は

６７６でした。その後、３回目に廃案になったとき、このときは６１９でした。そして今回、２

７７になっておりますが、その間にもう一つあります。自民党の中だけで審議をした結果、この

数を著しく減らして１１６まで減らしました。これどういうふうに減らしたのか。テロという、

テロに限った法律に限った場合、この１１６まで減らしました。その結果、一体どういうことに

なったか。１１６という凶悪犯罪に絞ったばかりに、今まである法律だけで全部カバーできるこ

とがわかった。そのために結局、この１１６に絞ったこと、これは表に出てきませんでした。そ

して今回、２７７にした。これはテロだけでは共謀罪を成立することができないので、結局詐欺

集団とか買収組織とか、そういったものを入れて２７７に水増しして、そしてこの共謀罪が成立

することを図った、そういった結果の２７７です。以上で終わります。

○議長（秦 伊知郎君） 次に、委員長報告に賛成者の発言を許します。

５番、白川立真君。

○議員（５番 白川 立真君） ５番、白川です。先ほどの２７７とか６００の部分はまた別の方

にお譲りをして、ちょっとテロの部分でちょっと討論をしていきたいと思います。

まず、この請願を採択する立場でないということで討論してまいりますが、そもそも今、国際

的に皆さんよくテロ、テロと言うんですけど、テロの定義が国際的にすごい曖昧でして、テロと

いうのはどこから来てるかというと、テラー、いわゆる恐怖という言葉なんですね。恐怖を与え

る者をテロリストと呼びますから、物すごい幅が広いという、これだけちょっと申し添えておき

たいと思います。我が国の国会でも、これはさまざま議論がされてまして、一言言いたいのは、

国会議員の先生方、もう少し国民にわかりやすく伝えていただければありがたいなというふうに

いつも思っております。

今回のテロ等準備罪のキーポイントだけを少し申し上げてみたいと思います。まずは、キーポ

イントですから、犯罪が主目的の組織でというところなんですよ。さらにその組織にはきちんと

指揮命令系統と役割の分担があって、何度も犯罪をやっている組織での活動として、個人ではな

く組織として犯罪をやることを計画した場合に、その計画した人のうちの１人でも、お金を用意

したり現場の下見をしたりといった準備をしたら罰せられますよという内容のものです。いずれ
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にせよ、善良な市民にとっては全く関係のないものであります。御安心いただきたいと思います。

ちょっと刑法にも触れてみたいなと思います。刑法、余りいい法律ではないんですけども、い

い法律ではないというか、そういう意味ではなくて、明治４０年につくられました刑法というの

は十数回の改正を繰り返し、今日に至っております。何と１００年以上の歴史があります。刑法

は、どんなことが罪になるのか、そしてその罪に対する罰を明記しております。つまり、治安の

確保と抑止力として存在しているわけです。この刑法は、長い歴史の中で培われた日本人の和の

心と道徳心をベースにしてつくられたと言っても過言ではないでしょう。さらに、罪を犯した者

に更生するチャンスを与える日本社会は、２，６７０年の歴史から成る日本の心と道徳でありま

す。

ところが、ここからなんですよ。海の向こうでは、自分たちの大いなる目的のためには無関係

な人々を犠牲にしても構わないと信じる者がおります。日本人はその行為を罪だと言っても、彼

らは正義だと言います。つまり、刑法の持つ抑止力は彼らにとっては何の意味も持ちません。彼

らの思想や戒律は、死をも恐れません。みずからの肉体が滅んでも、目的の達成が最優先される

からです。今日、外国人訪日客は２，０００万人を超えると言われております。２０２０年の東

京オリンピックに合わせ、さらにふえることが予想されております。

そのような中で、残虐な犯罪を目的とした組織から私たちはどのように身を守ればよいのでし

ょうか。また、政治的混乱を目的とする無差別自爆テロ集団からどうすれば善良な市民や訪日客

を守ることができるのでしょうか。そんな彼らに、これまでの刑罰の持つ抑止力の効果があるの

でしょうか。グローバル化という大きな流れの負の面において、明確な犯罪準備行為に対応する

刑罰は必要であると考えております。グローバル社会に生きる私たちにとって大いに考えさせら

れた案件でありました。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１２番、亀尾共三君。

○議員（12番 亀尾 共三君） 不採択の意見も先ほど述べられました。この法律は、いわゆるテ

ロ準備という分ですね。私は、一番の問題は、内心の問題、これがデモも触れていくということ

なんですよ。

先ほど加藤議員も討論の中であったんですが、日本の今の法律というのは、自分でこうしたい

なと、例えていいますと、スイカ畑の歩いとった、喉が渇くし、あれをとって食べたらいいなと

いう、これ内心ですわね。そう思っただけではこれ犯罪じゃないんです。ところが、そこか、喉

が渇いたからっていうので行ってとって抱えて出てしまったら、これはもう犯罪なんですね。だ
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から、思っただけ、これがもう既に犯罪になるという、全く大変なこれは法律なんですよ、これ

がやられたら、私はですよ。

それと、もう一つは、個人。個人と団体。よく今、外国でテロ行為が起こっておりますね。こ

れ１人でやってますよ。１人がやるのに何でそれが個人で、国会の自民党の先生も言われたんで

すけれど、集団でやるというのだけではおかしいよと。個人でやるんじゃないのと、テロという

のは。だって、自爆テロなんかそうでしょう。わからんうちに行ってやるんでしょう。そういう

のは一体どうするのか、集団、集団と言うけど、ということもありました。

それから、善良な人とそうでない人の見分けをどうするんですか。今、日本の法律では犯罪を

犯した人も裁判にかかって収監されて、そして何年かの刑を受けて出た人、それは善良な人でな

いと言えるのですか。これこそ人権侵害ですよ。外国の国連の関係の人も、この日本が出してい

る、今、国会で審議になった、これは人権じゅうりんの大変な問題があるということで、これは

ぜひ考えるべきだと言ったら、自民党の政府の菅官房長官は抗議を言ってきたと、こんなことで

反論する人はすべきじゃないということで、ほったらかしでしょう。つまり、外国からプライバ

シー、人権侵害だと言われても、それに対するちゃんとした反論も出せない、こういうような状

況ですよ。まさに情けないことではありませんか。

歴史を振り返りますと、以前、国体主義をやった戦前ですね。そのときに、国体におかしいと

思った人を次々と検挙して、何というんですか、命まで奪われた人もあります。そういう状況は

治安維持法ですね、これの巻き返しじゃありませんか。つまり、今これを出しているのは、一部

の大企業が労働者に対して不利益なことを申しつけることに対して、それは困るよと言った、あ

るいは今の国のやろうとする方針に対して異議ありということを言った、あるいはそう思った人

を抑えつけてしまおうという、これが一番の狙いじゃありませんか。だから、選挙違反もやって

ないのに、あるところの選挙活動の中で、そこに出入りする人を目をつけるとか、チェックする

とか、そういうことを平気で権力がやる、こういうことをやろうとするのが今のこの法律の内容

であります。

私は、道で出会った人を見て、この人はどういうことを考えてるかなんていうこと、判断でき

ますか。判断するのは誰かといったら、結局警察が目をつけておって、こいつ、おかしいぞと思

ったのを徹底的に尾行する、そして盗聴する、盗撮をする、このようなことをやる、まさにプラ

イバシーの侵害そのものではありませんか。

町内でも人権ということは非常に叫ばれております。これに逆行するのがこの法律をやろうと

する中身でありますよ。そのことを十分にやっぱり調査し研究していく、このことをやるべきで
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あって、だから私はいろいろなことを、この本とかそういう国会のやり方を見ますと、私はこれ

はふさわしくないということです。

それと、提案された今の政府は、国会、あれ、何ですか、言うことがころころ変わるんじゃあ

りませんか。そういうことをやっては、こういういいかげんな法律はぜひ通してはならないとい

うこと。国会では、とうとう最終的には、いろんなことで自分らのまずいことも、この後、国会

が続いておったら明らかになるなという思いからだったでしょう。数によって強行的に採決をや

って国会を伏せてしまった、このような状況です。

委員会の中でも、今の国会のやり方に非常に憤りを感じるという方の発言もありました。私も

そのとおりだと思います。だから私は、国会でも通ってしまったんですけども、一自治体からの

議会の声として、やはり国にはこういうことはやめるべきだということをぜひ出すべきだと思っ

て、この委員長報告は不採択だったんですが、私はぜひ採択すべきだということで発言申し上げ

ました。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１１番、井田章雄君。

○議員（11番 井田 章雄君） １１番、井田でございます。請願第４号に対して、私は私なりの

町会議員としての判断の中で反対の討論をさせていただきます。

まず１点目は、話も出ましたが、この請願書の受け付けは平成２９年２月１０日でございます。

そして、３月定例会の総務経済常任委員会で審査し、委員の判断と衆議院で審議中ということで、

継続審査とした経過がございます。しかし、現在、状況が変わりました。国民の代表であります

国会議員によって衆参両院で可決、成立いたしました。

次、２点目、先ほども賛成の討論されましたけども、２００３年から２００５年にかけて６７

６の共謀罪を新設する組織的犯罪処罰法改正案、これが３度にわたって国会に提出されましたが、

適用対象が曖昧だということで廃案となった経過がございます。

しかし、今回は対象犯罪を、２７７の適用対象をテロ等組織的犯罪集団と定め、現場の下見な

どの犯罪の準備行為を構成要件に加えた改正案であります。その内訳は５点に分かれまして、ま

ず１点目、テロの実行に関する犯罪、これが１１０項目あります。それは中身は、組織的な殺人、

ハイジャック、流通食品の毒物混入などであります。２点目は、薬物による犯罪が２９項目、こ

れは覚醒剤や大麻などの輸出入、譲渡などでございます。３点目は、人身に関する搾取犯罪、こ

れが２８項目ですね。この中身でございますが、人身売買、強制労働、児童買春のあっせんなど。

そして４点目が、その他資金源犯罪で１０１項目、これは通貨偽造、組織的な詐欺、犯罪収益の
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隠匿などを上げてます。そして５点目が、司法妨害に関する犯罪が９項目、これは偽証、逃走援

助などで、計２７７の項目になっております。

３点目でございますが、組織的な犯罪集団による薬物や銃の不正取引の取り締まりなどに向け

て、国連総会で２０００年に採択されましたＴＯＣ条約、これは国際組織犯罪防止条約に署名を

しましたが、条約を実施する国内法が成立していないとして締結に至っていなかったわけでござ

います。しかし、今回の法案が成立したことにより可能となりました。これによって、昨年末現

在で１８７カ国と地域が結んでおります。そして、このことによって情報の確保が可能になって

きたわけでございます。

そして４点目は、テロ等が皆さん御承知のとおり欧州地区で頻発している中、日本では、先ほ

ども話が出ましたけど、２０１９年に第９回ラグビーワールドカップがアジアで初めて開催され

ます。そして、２０２０年には東京オリンピック・パラリンピックが開催されます。そして、テ

ロを未然に防止し、安心・安全な日本にしなければなりません。そういうことを私は町会議員と

しての判断の中で、この４点をもって総合的な判断で、今回の請願に対しては反対いたします。

以上であります。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 先ほどの請願を採択すべきという立場で討論をいたします。先ほ

ど白川議員が１つ言われた点です。

その前に、私は、なぜこのいわゆる今回の共謀罪に反対を皆さんと一緒にしていきたいという

のに、大きく理由３つです。一つは、何よりも内心の自由に反する、憲法１９条に違反するとい

う問題。２つ目には、テロ対策で必要だ、さっきＴＯＣ条約等でも必要だとかいうことを言って

るんですけども、それはうそだということ。３つ目には、一般人を対象にしないと言いながら、

そのことも国会でも明らかになるどころか、ますます一般人が対象する可能性のある答弁が返っ

てきた、この３つの点からです。その点から、先ほど白川議員がおっしゃった一般人は、これは

組織的な犯罪集団なので、一般の方にすることまずないという点についての反論です。

政府は、今回の共謀罪、私たち共謀罪と言ってるんですけども、これはどういう場合に適用さ

れるのか。一つには、重大な犯罪を計画した組織的犯罪集団、主役ですよね、いわゆる主語が役

割を分担した犯罪の実行に合意した。３つ目、犯罪実行に向けて準備行為をした場合、この３つ

がそろった場合に共謀罪としてかけるのであって、皆さん、いわゆる国民が心配してるような一

般人ではない、組織的犯罪集団だと、こういうふうに言って衆議院を乗り切ったわけですよね。
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そうでしたよね。

ところが、話の中でどういうことが出てきたかというと、いわゆる何回も国会で追及される中

で、法務省どう言ったかというと、こう言ったんですよ。もともと正当な活動を行っていた団体

についても、団体の結合の目的が犯罪を実行することにあると、団体に一変したと認められる場

合には、組織的犯罪集団に当たり得るとすることが適当である、これが法務省の見解なんですよ。

ということは、ここでＮＰＯ団体や国際的にいろいろ活動してる団体が心配したのは、自分たち

はまともに奉仕活動しているけれども、一変したと認める、誰が認めるのかですよね。誰が認め

るんでしょうか。国家と警察ですよね。認めた場合には、組織的犯罪集団足り得るとする、こう

いうことを言われた段階で一般紙が書いたのは、一般人も巻き込まれることになるのではないか

という点になった分なんですよ。そういう点でいえば、捜査当局が一変したと認めたら、一般の

市民、団体も対象となり得ると、こういうふうにとるのが普通ですよね。残念ながら、これを打

ち消すような論議が国会の中で出てきていないという点です。

もう一つの点で、刑法から見れば、日本の刑法は海の向こうの方々の考え方に対応できていな

くてなかなか大変なんだという意見と、無差別テロにどう対応するのかという点では今回の法律

が必要なんだという点ですけども、一つには、海の向こう側の人たちという仮想ですよね。私た

ち国民でも、これから国際的にとか、町で生活するときもそうですけども、相手を一くくりにし

てどういう考え方をしているというような見方は、私たちの常識の中では偏見と言われてるんで

ないでしょうか。２０世紀や国際連盟や痛苦の戦争を経た国際連合の到達点は、思想、信条にか

かわらず、民族や人種の違いで、文化の違いで人を偏見で見ることのないような世界を求めてい

って、各市町村に及んでまで人権等に取り組んでいるというふうに思うんですよ。これをもしや

るのであれば、克服しなければならないし、他国や他人を批判するのであれば、事実をもって批

判するというのが今の到達点の人間のあり方の問題やというふうに私は思うわけなんですよ。

先ほど白川議員が刑法だとおっしゃったので、私も刑法学者がどういうことを言ってるかとい

うのを見てたらインターネットに出ていました。刑法学者が、百六十何名でしたっけ、１６３人

が声明出しているんですよ。今回の法律についてどう言ってるか。一つ、テロ対策は既に完結し

ている。これは亀尾議員、加藤議員が言ったので、もう繰り返しません。１３のを採択して、爆

弾テロ防止条約、テロ資金供与防止条約、しっかりと国際連帯してやっているから終結してるん

だと専門家が言ってるんですよ。

２つ目、国際組織犯罪防止条約の締結にこのような立法は不要である。いわゆる今回の共謀罪

と言われている中には立法事実がないということを言っているんですよ。先ほどこれも言ったよ
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うに、日本には予備罪や準備罪がよその国に比べて非常にたくさんある。予備罪や陰謀罪は６０

以上あると書いてありますよね。それはそういうふうに言っています。

ここで１つ指摘しておきたいのは、白川議員もおっしゃってましたけれども、これで立法事実

がこうじゃないといけないのだと繰り返して言ってるのが、今の自民党と政府が言ってるから国

民はそう思ってるんですよ。こういう現状を国際的にどう言ってるか。２０１６年に、オックス

フォード大学ってイギリスですよね。そこが今、世界に一番、政治に対して一番はやっている言

葉、特徴づけたのが、ポスト真実という言葉だそうです。このポスト真実というのは、事実じゃ

なくて、うそを積み重ねることによって国民や他の国をも欺いていく政治が横行している。思い

浮かぶのは、他国の悪口言ったらいけませんが、大国の大統領ですよね。

先日、ヨーロッパで行った、私たちから見たら憧れの国の大統領選挙のときにも、女性の右派

の方が出たときの、これもうそ偽りで国民を攪乱したのではないかと、きょうＢＳテレビでやり

ますよね、ＮＨＫで。そういうことを言われてるんですよ。

私は、声を大きくして言うことやないですけども、少なくても一連の、去年、おととしでした

か、戦争法と今回の共謀罪見る限りは、国会見ていて、ポスト真実という言葉は、残念ながら今

の日本の政治家、とりわけ最高責任者に当たるのではないかというふうに思っています。そうい

う言葉を振りかざして言うのも、皆さんを言っているんじゃないですよ、言うのではなくて、や

はり私は、最高責任者とすれば、立法事実に対して言っていく、これが今の日本の法治国家の到

達点ではないかというふうに思っているわけです。

それで、また刑法学者言ってるのは、極めて広い範囲にわたって捜査権限が濫用されるおそれ

がある。これが先ほど指摘されていましたが、国連人権理事会からも組織犯罪処罰法改正につい

て、プライバシーや表現の自由を不当に制約する、国連から言われているという事実があります。

４つ目には、刑法学者がこう言っています。日本は、組織犯罪を含めた犯罪情勢を改善してお

り、治安の悪い国のまねをする必要はありません。こういうふうにインターネットは呼びかけて

るんですね。これ何言ってるかというと、先ほど加藤議員も言ってた、犯罪のたびごとに法律を

整備してきた。そういう意味では、日本は、世界中でもレベルの高い法治国家だと言えると思う

んです。私、そういう意味では、治安の悪い国のまねする必要ないということは当たってると思

います。

それで、アメリカやイギリスなどは共謀罪というのあるんですけども、どう書かれてるかとい

うと、共謀罪使うんだけれども、共謀罪使うほとんどは、いわゆる垂れ込みですよね。司法取引

で使われるのが共謀罪だと言われている。アメリカの刑法学者が言うには、共謀罪持っていたけ
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れども、９．１１のテロは防げなかった。こういうふうに言ってるわけなんですよ。この結論は、

刑法学者がどう出してるかというと、武力行使をせずに交渉によって平和的に物事を解決する姿

勢を示すことが有効なテロ対策だと、刑法学者がこういうふうに言ってるわけなんですよ。私は、

このこういうふうな専門的な見解に賛成であっても反対であっても、少なくとも今までの到達点

の土俵に立った国会論議が必要だったのではないかというふうに思うわけです。

それで、先ほど井田議員が言われました。そういう意味いえば、先ほど委員長にも確認させて

もらいましたが、もしこれを不採択としてきたここの町の委員会、大変失礼ですけど、委員会の

方々が３月から６月に延ばすときに、国会の結論が出たので、それを待っとったということはな

いと思うのですが、それを理由に上げられてるとすれば、非常に残念だと言わなきゃならない。

なぜならば、国会での決議も市町村の決議も同等に尊重されなきゃならないという点でいえば、

地方議会でこういうことをしっかりと意思として表明していくことも当然の権利だと思うからで

す。国が決まったから仕方がないでは、公費を使って選挙で選ばれて、私たちが議場に来ている

責任は果たせないということを自覚すべきではないでしょうか。

それから、もう一つには、２７７のものがあるので、これで十分やっていけるし、２７７に減

らしたのだと言っています。ここでは、これも国会討論見てた方は多かったのではないでしょう

か。民進党の女性の議員でしたよね。山尾さんだったかな、この方が対象となる２７７の中にど

んなのがあるかという点で、ちょっと見て笑ってたんですけども、この中には文化財保護法、種

苗法、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律、モーターボート競走法、著作権

法、これなど、テロ対策とは言えないものが含まれてるじゃないかという議論に対して法務大臣

は答えられませんでしたよね。そういう内容を見れば、２７７の罪に狭められて、だからテロ問

題についても一般住民には関係ないのだというのはもってのほかだと。モーターボート競走法で

モーターボートに行く人は気をつけなければ、この中で何かあれば、これも共謀罪の対象になる

と言ってるわけですよね。そういう内容だということをしっかりと国民に伝えないといけないの

ではないでしょうか。

それから、井田議員が３つ目に上げられたＴＯＣ条約は、これは何度も言うように、国際犯罪

防止条約は、もう専門家も言っているし、国連も言ってるんですよ。このテロ対策とは話が違う

んですよと言っているんですよ。それを先ほど加藤議員が言ったとおり、国際組織犯罪防止条約

というのはマフィアの経済的な問題等言ったのであってテロ対策ではないということを、こうい

うことを積み重ねているから、今の自民党の最高責任者がポスト真実だと言って世界から批判さ

れているのではないでしょうか。そういう意味でいえば、私たちは自分の目と耳と、テレビや新
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聞とか見ながら、そしていろんな人の話を聞きながら、今、国会で起こって、私たちの国民に影

響のある法律がどのようなことをしてるのかということを格段と見る目、考える目を養わなくて

はならない現状に来ているというふうに思います。

私は、少なくとも今回の国会討論や今までの動きを見る限り、この共謀罪は、この小さい町で

も南部町の住民の命や安全を守って、人権守っていく立場からも当然、賛成できない内容だと思

い、皆さんと御一緒に意見書を上げたいと考えております。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） ８番、板井です。私は、この請願に対して、委員長の不採択賛成

の立場で討論させていただきます。お昼がもう過ぎて大分長くなって、もうええわという方もお

られますけれど、私の思いとしては、やはりしっかりと自分の思いを話をして理解をしていただ

きたいということで時間を割いていただきます。よろしくお願いします。

この請願ですけれど、先ほどからるる出ております継続審議になっておりますが、これは南部

町議会に、亀尾共三、加藤学、真壁容子、共産党議員団３人の紹介で出された請願であります。

私たち総務経済常任委員会、先ほど真壁議員のほうからはありましたけれど、審議中である、そ

して国会のほうも国民の方の声を聞きながらやっていく、そういう姿勢が見えたから結果を待と

うと、審議中であるからやめたわけではありません。状況を見きわめる必要があるからやめたわ

けです、継続にしたわけです。まず、その点は町民の方には知っていただきたいというふうに思

います。

そして、この６月議会で採決されました、法務委員会の採決をする形でされたわけなんですけ

れど、これは過去１８回実施されていながらも、決して正常な採決の手法でなかったということ

は私も思います。しかしながら、このテロ等組織犯罪準備罪の法整備は、さっきから出ておりま

すＴＯＣ条約、国際組織犯罪防止条約に締結をするためには、必要な国内法、要するにコアの部

分を定めないと締結ができないからこの法案が出されたということです。２０２０年のオリンピ

ック、そして最近ですが、特に世界中で頻繁に発生するテロ、日本でのテロの未然防止、そして

国際社会と連携し、情報交換や備えが必要である、これは皆さん、町民の皆さんも一致できるこ

とではないでしょうか。日本の安心と安全が少なからず構築されたと思っております。

このたびの請願の内容は、過去３度廃案になった共謀罪に対する反対の内容であって、このた

びのテロ等組織犯罪準備罪は、過去の反省と現代の世界の状況、日本の状況を加味した上での法

案であったというふうに思います。

－２６－



先ほどから内心問題が出ておりますけれど、犯罪の対象は、死刑、無期懲役または４年以上の

懲役、禁錮が条件に定められております。当初は、共謀罪では６７６を犯罪の対象に想定をして

おりましたけれど、これは連立政権である公明党さんの提案があり、一般市民までかかわる可能

性のある犯罪を削除し、２７７に制限がされております。その違いは、共謀罪の主体は団体と抽

象的でしたが、テロ等組織犯罪準備罪では法案の名前のとおり、組織的犯罪集団に限定をされて

いるところです。この中には、先ほど副議長もありましたテロの組織や暴力団、薬物販売、密売

組織、そして今、非常に問題になっております詐欺組織、これは振り込め詐欺も一緒です。そう

いった重大な犯罪を目的とする団体となっています。請願書に記載されている一般住民や民間団

体や、そういった方々がテロの組織の準備罪に対象することはありません。ただし、過去の実例

からすれば、例えばオウム真理教です。神聖な宗教団体と偽り、松本サリン事件、地下鉄サリン

事件など、凶暴、卑劣な犯行を計画し、実行に移す準備行為をした段階で犯罪対象となります。

先ほど刑法の話も出ました。日本での犯罪対象は実行行為で初めて罪になるわけですが、世界

で勃発しているテロ行為や、日本の犯罪で一番今許せない、実行がなかなか抑えることができな

い高齢者をターゲットにした振り込め詐欺など、一たび事件が起きると平穏に生活している一般

住民まで巻き込む重大な犯罪を未然に防げることができるようになる、これがテロ等組織犯罪準

備罪だというふうに思っております。

しかし、冒頭でも言いましたけれど、内閣の対応は国民に理解される説明不足は否めないとこ

ろがあります。参議院の国会終了後、閉会後にありました、国会の閉会、開会にかかわらず引き

続き丁寧な説明を続けるという会見もありました。ぜひともそれを実現していただき、国民を軽

視しないでほしいというふうにも思います。

現在、日本には、外国人の観光客は年間で２，０００万人以上の人が来日されます。私たちや

外国から来る来日観光客、今後さまざまな国際大会も開催されます。今まで以上に治安が守られ、

平和な安心・安全の日本で生活や観光ができる、そのようになることと思います。

共産党議員団が紹介議員として提出されたテロ等組織犯罪準備罪（共謀罪）の創設に反対する

請願に、委員長報告のありました不採択賛成の立場で討論といたします。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） これをもって討論を終結いたします。

これより、請願第４号、テロ等組織犯罪準備罪（共謀罪）の創設に反対する請願書を採決いた

します。

賛成、反対御意見ございましたので、起立によって決したいと思います。

委員長報告は不採択でありました。
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原案に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立少数です。よって、本案は、委員長の報告どおり不採択することに

決しました。

ここで休憩をとりたいと思います。お昼が大変遅くなって申しわけありませんでした。再開は

１時４０分にします。（「１時４０分」と呼ぶ者あり）はい、１３時４０分です。

午後０時３２分休憩

午後１時４０分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。

・ ・

日程第７ 陳情第５号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第７、陳情第５号、北朝鮮のミサイルに備えた避難訓練等の実施を

求める陳情を議題といたします。

本件について総務経済常任委員長の報告を求めます。

総務経済常任委員長、三鴨義文君。

○総務経済常任委員会委員長（三鴨 義文君） 総務経済常任委員長、三鴨でございます。付託を

受けました陳情第５号、北朝鮮のミサイルに備えた避難訓練等の実施を求める陳情でございます。

委員会で審査の結果、全員一致で不採択とすべきと決しました。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、陳情第５号、北朝鮮のミサイルに備えた避難訓練等の実施を求める陳情を採決いた

します。

委員長の報告は不採択でありました。本案を不採択とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、委員長の報告どおり不採択す

ることに決しました。

・ ・

日程第８ 陳情第６号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第８、陳情第６号、地方財政の充実・強化を求める陳情を議題とい

たします。

本件について総務経済常任委員長の報告を求めます。

総務経済常任委員長、三鴨義文君。

○総務経済常任委員会委員長（三鴨 義文君） 総務経済常任委員長、三鴨でございます。付託を

受けました陳情第６号について審査結果を報告いたします。

陳情第６号、地方財政の充実・強化を求める陳情につきましては、審査の結果、全員一致で採

択すべきと決しました。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） これから委員長報告に対する質疑を行います。質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

委員長報告に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、陳情第６号、地方財政の充実・強化を求める陳情を採決いたします。

委員長の報告は採択でありました。本案を採択とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、委員長の報告どおり採択する

ことに決しました。

ここでちょっと休憩をとります。資料配付をしていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。

午後１時４３分休憩

午後１時４４分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。
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・ ・

日程第９ 議案第４５号 から 日程第１０ 議案第４６号

○議長（秦 伊知郎君） お諮りいたします。この際、日程第９、議案第４５号、南部町農業委員

会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割合を４分の１以上とすることについてか

ら、日程第１０、議案第４６号、南部町農業委員会委員の任命についてまでを一括して説明を受

けたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、日程第９、議案第４５号から日程第１

０、議案第４６号までの提案説明をお願いいたします。

町長、陶山清孝君。

○町長（陶山 清孝君） 町長でございます。そうしますと、追加議案について御説明申し上げま

す。

まず、議案第４５号、南部町農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割

合を４分の１以上とすることについて。

農業委員会等に関する法律第８条第５項ただし書き及び農業委員会等に関する法律施行規則第

２条第２号の規定により、南部町農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の

割合を４分の１以上としたいので、議会の同意を求めるものでございます。

続きまして、議案第４６号でございます。南部町農業委員会委員の任命について。

南部町農業委員会委員として次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律第８条第１

項の規定により、議会の同意を求めるものでございます。

そうしますと、これまでの経過についてまず御説明申し上げます。平成２９年４月１３日から

農業委員の募集を開始いたしました。私も、各振興協議会はもとより振興協議会評議会にお邪魔

し、各区長様へ農業委員会委員の推薦について依頼を行ったところでございます。

５月１６日応募を締め切り、応募いただいた方は、定数７に対し、応募者１２人でございまし

た。この内訳ですが、推薦応募１１人、個人応募１人でした。南部町農業委員会の委員候補者の

選考に関する規則及び南部町農業委員会委員候補者選定委員会設置要綱の規定によりまして、６

月５日に選定委員の皆さんに委任状を交付し、選定を始めていただいたところでございます。

選定委員会の構成は、町内の農事組合法人、土地改良区、農村振興公社からそれぞれ１名、鳥

取西部農業協同組合から２名、これに産業課長、副町長を加えた７名で構成されています。

６月１６日、南部町農業委員会委員候補者選定委員会委員長、植田秋博様から、計２日間の選
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定過程の考え方、選定結果は満場一致だったとする報告書をいただいたところでございます。

町長としましては、選定委員会の厳正な選定、さらに何より全会一致の選定結果を、本日自信

を持って議会の同意をいただきたく提案いたすものでございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

今、配付いたしましたお手元の資料をごらんください。候補者名簿でございます。これをもっ

て御説明いたします。

番号１、糸田雅樹、南部町武信３６０番地、生年月日はごらんのとおりでございます。性別、

男性。選考基準でございますが、１、４、５と書いておりますが、これは選考委員会が選考の重

要な要素としました５項目、１、２、３、４、５、下のほうに書いておりますが、この項目を書

いております。認定農業者等、それから４番は地域性、さらには５番の団体推薦ということを選

考で上げたものでございます。

２番、市川春樹、住所、生年月日、年齢、性別等は省略いたします。４番、５番でございます。

地域性、団体推薦を選考基準として採用し、備考欄に現農業委員会の職務代理という立場がある

ということを記載しております。

３番、井上雅夫、住所、生年月日、年齢、性別はごらんのとおりでございます。この方も同じ

く４番、５番、現農業委員会委員でございます。

４番、恩田一秀、同様でございまして、１番、４番、５番、認定農業者等、地域性、団体推薦

を選考の対象といたしております。現農業委員会会長でございます。

５番、庄倉三保子、同じく住所、生年月日、年齢、性別はごらんのとおりです。１番、３番、

４番、５番が対象でございまして、認定農業者等、青年・女性、さらに地域性と団体推薦を選考

基準で採択しております。現農業委員会委員でございます。

６番、竹内友夏、ごらんのとおりの住所、生年月日、年齢、性別でございます。３番、４番、

５番、青年・女性、地域性、さらに団体推薦でございます。中立委員として選考したと、このよ

うに聞いております。

７番、野口孝志、ごらんのとおりの住所、生年月日、年齢、性別。選考基準は４番、５番、地

域性、団体推薦をもとに選考されたということでございます。

以上、十分御審議いただきますようお願いいたします。

○議長（秦 伊知郎君） 提案説明が終わりました。

これより議案に対する質疑に入ります。

議案第４５号、南部町農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割合を４
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分の１以上とすることについてでありますが、質疑ありませんか。

１番、加藤学君。

○議員（１番 加藤 学君） １番、加藤です。この農業委員の問題、一番最初に聞いたのは１

２月議会の全員協議会の席で、このとき委員の選定について説明があったときに私、質問したの

は、選定委員会は決めてあるでしょうかという質問に対して、まだ決めてないという答えでした。

そこで私、選定委員はどのように選ばれますかという質問をしたんですが、そのとき、まだ決め

ておりませんので決まり次第説明、報告しますということでした。そのときは６月議会にかける

というふうなお答えでしたが、結局、この答え、返って、一度ももらっておりません。また、こ

れは当時の課長さんに聞いてそのままになっております。ぜひ、選考委員会がどのように選ばれ

たのか、そのことを質問いたします。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。選考委員会の選定要綱の制定は、本年の４月の６日

付で制定をしております。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） １番、加藤学君。

○議員（１番 加藤 学君） 最終的にどのような基準で選ばれたんでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。その選定委員さんは、南部町の農業関係の団体とい

うことで選考をしております。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかにありますか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者の割

合を４分の１以上にすることについてという今回議案がかかってきました。

そこで質問です。法的なレクチャーは議運、また全協で総務課長から受けました。そこで、４

分の１以上とすることについてということになれば南部町は２になるのかなというふうに思うん

ですけれども、私の疑問は、先ほどの話では、課長の話と町長の話どおりにすれば、４月の１６

日に選考委員会を立ち上げた。４月の１３日に会長に推薦依頼をしたという、こういう流れにな

ってるわけですよね。もう一回確認しますが、４月の６日に選考委員会をつくっとったら要綱と

かできてなかったらいけませんよね。議会に提出したのいつでしたっけ、それ確認しますね。何

回か電話かけてもまだできておりませんということでしたので、いつかちょっと教えてください

ね。４月の１３日ですかということを確認しますね。
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それで、私の疑問は、町長が４月１３日に会長に推薦依頼に行っている、振興協議会のね。こ

の時点で南部町は認定農業者の数というの、またそれも教えてくださいね、認定農業者の数がわ

かっていますから、次回の農業委員の構成については少なくとも認定農業者の枠を何名にするか

というのが決まっていますよね。その時点では、４月１３日に会長に推薦依頼する点では、認定

農業者が過半数出てくることを地域振興協議会に依頼したのでしょうか。法的に言ったら、この

時点ではこういう議案が上がってないから、７人のうち過半数をいこうということでしたのかど

うかという点ですね。そうであるならば、町長、例えばこの問題は、農業委員会の問題は、構成

メンバーから見て、認定農業者が何人、中立委員が何人というようなことを配慮してやれと言っ

てるんですよ。そのことが地域振興協議会に依頼することで達成できると考えましたか、それを

聞きたいんですよ。

例えば今回、適正化推進委員かな、その分については国の要綱を見ても地域性を十分考慮する

こととあるんですよ。農業委員も、とかく地域性もあるでしょうけれども、一番言ってるのは先

ほどの５つの件ですよね。地域振興協議会７つのところに振り分けて候補者を出してくれと、そ

れも話によると１名出してくれと言ってと、これも事実かどうか知りたいんですね。もし１名や

ったら、７人出てきたら、町の分でいえば、７人しっかり出てきたら選考委員会なんかつくる必

要なかったんですよ、そういう規定ですよね、オーバーした場合にはつくると書いてあるんだか

ら。ということは、その時点で認定農業者が４人ないしゼロだった場合どうしたわけですか。と

いう点から見たら、法的に定められたメンバーを推薦していこうと思っても、今回のやり方は非

常に無理があったと思いませんか。その点について、認定農業者が何人で、当初この７人の構成

では、町とすれば、認定農業者の方何人構成した農業委員会にしようということを考えていたの

かということを教えてください。

もう一つは、町長の経過の中で、５月１６日に１２人の応募だと言いました。これはもう少し

詳細をいえば、議会の全協等で、全協でしたっけ、委員会で話ししているのは、５月の１０日に

締め切ったところが５人しかいなくて、６日間延ばして１２人になった。こういうふうに説明さ

れてる。これも事実ですね。その確認と、そうであれば、要綱に書いてあるように人数がいっぱ

いになれば選定委員会開かないということ大前提からすれば、５月１０日に締め切った段階で５

名しかいなかっても、その５名は町の立場でいえば農業委員として認めていくという内容になっ

てくるんではないかと思うんですよ。それをせずに５月１０日と締め切っておきながら、そこで

いなかったからといって５名の上に、あと待っておったら１２名になったので、その１２名選定

した。これは整合性がつかないと思うのですが、この指摘に対してどのように答えるでしょうか。
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○議長（秦 伊知郎君） 町長、陶山清孝君。

○町長（陶山 清孝君） 町長でございます。私からは認定農業者のことについて、特に私がどう

考えてるのかを御説明いたします。

皆さん御存じのとおり、６０年ぶりの大改革でございます。いわゆる農地をどう流動させてい

くのか、ここの議論の中でありましたように、農地を個人資産としてではなく、生産性を上げる

ために集団化、集約化をしていこうという大きな大変革です。そのコントロールタワーの農業委

員会の委員に過半数以上を認定農業者、いわゆる集約化だとかそういうことに対して非常にリー

ダーシップをとるべきこの人たちになってほしいということです。

私は、この法改正の根幹でございますけれども、少し私どものこういう条件不利地、今回の議

会でもありましたこの条件不利地にこのことを拙速に持ってくることは非常に危険性もあるんじ

ゃないか。条件不利地を南部に抱え、確かに北部の米子に接するところには広大な水田地があり

ます。そういう部分に対しては確かに一定、こういうことによって一気に集約化はできるでしょ

うけれども、では、南部のことは誰が考えるのか。ここは合議体ですんで、この皆さんの合議に

よって南部町の全部の農業が決まってしまってもいいのかと、こういう私は一抹の不安というも

のも感じておりました。したがいまして、認定農業者の皆さんが率先してこの地域の中で推薦を

され、出てこられるんであれば、これは町長として、それは十分にそのことを要点として大事に

しなくちゃいけませんけども、今回そこまでの人が出てこなかった。これがやはり大事な点だろ

うと思っています。

さらには、やはり条件不利地を含む南部町全体のことを考えれば、やはり地域の共同体や地域

性の推薦であったり、支持であったり、このことはやはり重要な課題であろうと思っています。

これから先々の将来にわたっては、まだまだこの農業委員会の問題は、言ってみれば、ここの法

が言ってますように認定農業者を中心にするということは将来的には可能かもしれませんけれど

も、これまで６０年続いた地域と密着した農業委員会制度を急速にハンドルを切るということは、

いささか私は危険があろうということで、認定農業者まずはありきということではなくて、もう

少しソフトにこの農業委員会というものを地域の皆さんから御推薦いただきたいということで、

あえて認定農業者を過半数以上出してくださいということは、私の口からはお願いをいたしてお

りません。以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。それでは、私のほうから事務的なことをちょっと説

明させていただきます。
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まず最初に、真壁議員さんのほうから言われました規則、要綱の件ですけれど、これ４月の６

日ですんで、１６日とか言われました、４月の６日に制定しておりますので、お願いいたします。

それと、町内の認定農業者の数でございます。認定農業者の法人が４法人ございます。個人の

認定農業者の方、２６名いらっしゃいます。

それとあと、募集の期間内で数が少なかった点ですが、その募集内に応募があった方優先とい

うわけにはやはりいかないと思います。県内ででも同じような事例がございまして、延長されて

同じ土俵の中でその総数の中での選考ということで実施されておりますので、そのように御了解

のほうをお願いしたいと思います。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 町長が答えてくださった認定農業者の考え方について、町長の考

え方よくわかりました。

私がお聞きしているのはそういうことではなくて、私も今のこの時期に農業委員、認定農業者

がたくさん占めることをよしとしない立場から聞いているんですよ。そうであれば、先ほど課長

が述べてくださったように、法と要綱の中では、２分の１規定ではなくて４分の１にすることが

できるということもあらかじめ決めてるわけなんですよ。ということは、南部町は始まるところ

から４分の１以上だということは決めれることができたわけなんですよ、そうですよね。でも、

そこで疑問が出てくるのは、地域振興区に出した場合に、２つの例ですよ、農業委員が、町長が

おっしゃった各地域から認定農業者がたくさん出ることを想定する場合、もう一つ、誰も出てこ

なかった場合、それがあるのではないかということ言ってるんですよ。

私は、町長の考えてること賛成ですから、当初から南部町は農業問題に対してどういう責任を

持っていくかというあり方と、地域の状況と中山間地域の農業を考えた場合に、認定農業者で過

半数占めることをよしとしないで、４分の１以上ということができたのではないかという点であ

れば、その要綱を最初からつくっておいて募集をしていくべきではなかったかということ聞いて

るんですよ。とりわけそこから矛盾として上がってくるのは、地域振興協議会に認定農業者を入

れてくれというようなことできませんから、地域から選んでほしいといった場合には認定農業者

がたくさんになる場合もあるし、ゼロになる場合もあったわけですよね。その場合、どうしよう

と考えたわけですか。何が言いたいかというと、全て地域振興協議会に募集を依頼するのは矛盾

があるのではないかということを言ってるわけなんですよ。

次のところでも質疑できますよね、個人的な質疑できなければあれですけども、お聞きするの

は、町長に問うていますのは、例えば私たちは本来、選挙であったものがこういうふうに町長の
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選任になって、なかなか自主性という点で難しいなと思うんですけども、国が決まってきた以上、

反対すれども、どうしたら幅広く南部町の農業をしてる方の意見が生かされているかということ

を考えたら、例えば農事実行組合、ＪＡ、女性団体、いろいろありますよね。そういうところか

ら幅広く地域を超えた形で推薦できる方法が一番よかったのではないかと思うし、今後もしする

のであれば、３年後、そういうふうに変えていくべきやないかという意見持ってるわけなんです

よ。そういう意味でいえば、法や要綱に規定している認定農業者の数一つ見ても、地域振興協議

会等に依頼していくというやり方では、幅広く公正な選び方、推薦の方法できないのではないか

という点についてどう考えてるかという点です。

ついて、次の議案のときでも質疑できますよね、質疑はできるんですよね。

○議長（秦 伊知郎君） できます。

○議員（13番 真壁 容子君） そのことについてちょっとお答えください。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、陶山清孝君。

○町長（陶山 清孝君） 町長でございます。まず、４分の１規定というのをあえて最初からそれ

を意識したわけではございません。もちろん、法の趣旨が２分の１以上だということですし、ど

ういう方が出てくるかわからない中で、最初から門戸を狭めて４分の１だというようなことは少

しおかしいだろうなと思います。したがって、結果の中でどう判断するのかということになった

わけでございます。

それから、７つの振興協議会の中で、確かに１人ずつそこから出ていただいて、さらには４人

が認定農業者であって、地域の皆さんから厚い信頼があると、これが一番の、私のほうとしては

地域性もあり、これまでの６０年間をうまく継承して新たな農業委員会制度につなげられるなと、

私も思わなくはなかったんですけど、なかなかそういうわけにはいかなかったというのが結果で

ございました。しかし、振興協議会もそうですけど、それを構成しています、私が先ほど申しま

した構成しています区長様方に、これからの農業が大きく変わるという意味合いも含めて区長様

方に、私もほぼ全員だと思いますけど出かけていって御相談したわけです。農業委員会制度が変

わる、地域の農業や地域のことを１回見直すいいチャンスだろうということで、その話をしに参

った次第です。地域性を大事にしたということで、同じその地域の中から２人、３人と出てそこ

にこだわったり集中するようなことは、まず私は今の段階では、国は違いますけどね、私は南部

町の中では、今はまだよしとする段階ではないだろうと、このように思っています。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 町長が振興協議会にお願いに行った思いというのはよくわかりま
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した。

そこで聞きます。町長は、振興協議会にお願いするときに、各振興協議会ごとに７人の枠です

から、できたら１人ずつお願いしたいという言い方をしたのかというのが１つです。

それと、どこが答えるかわかりませんが聞きますが、１８人いた農業委員を７人にしてきた。

ですね。国の基準では、適正化推進員置く場合には現行の農業委員が約半数になってもいいだろ

うという見解示されていましたが、半数以下です。都合のいいこと言えば、振興協議会の数と同

じ人数の農業委員になっています。これを見れば、私たちが最初説明受けたときに、その後、振

興協議会でと言って、ああ、ということは、振興協議会ごとに出せていうような感じで７人にな

ったのかなというふうに感じたんですけども、農業委員会を新たに選ぶときに７人としてきた理

由について教えてください。

それと、３つ目、先ほど言った選考の応募と期日の問題ですね。私は、ここに書いてある選考

期日までに定数に満たなかった場合は再度応募をかける。こういうふうにちゃんと明記しておく

べきではなかったかというふうに思うんですよ。要は、７人になるまで公募かけますよと、こう

いうふうにしておかなければ次に行きますよということにならないと思いませんか。なぜならば、

７人でも選考しますよと書いてないんですよ。７人だったらそのままいくと書いてありますから、

そうですよね。それでもう一回聞くんです。もう一回聞きますね。それで、７人だった場合は選

考委員会を開く予定ではなかったのですか、それ聞きます。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。まず、選考の期限を延ばすという件ですが、募集要

項のほうに、今ちょっと募集要項が手元にございませんであれなんですが、見落とし、記入のほ

うができていなかったということであれば、こちらのほうの事務的な確認といいますか、その辺

のフォローがちょっと緩かったんではないかというぐあいに反省するところです。

それと、農業委員さんの人数を７人にということに決めた理由についてですが、今１８名なん

ですが、この後、最適化の推進委員さんというものを選任するようにしております。その最適化

の委員さんが１００ヘクタールについて１名というぐあいになっておりまして、南部町の耕地面

積が約１，２２０ヘクタールございます。その中で１００ヘクタールのうちに大体、最適化の委

員は１名をすることというぐあいになっておりますので、その辺から考えまして最適化の推進委

員は１０名から１２名程度が妥当だろうということも要件の人数の一つになっております。

それとあと、もう一点ぐらいあったように思いますが……（「あと町長が答える」と呼ぶ者あ

り）町長が答えられればいいですか。あとチラシが今……。
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○議長（秦 伊知郎君） 課長、確認して答えてください。

○産業課長（芝田 卓巳君） ちょっと待ってください。

それと、済みません、募集のチラシの件で最初に答弁しました、今ちょっとチラシが出てきま

した。そちらのほうには、申し込み状況によっては受け付け期間を延長するということで記載を

してございました。申しわけありません、私が確認ができておりませんでしたので。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに質疑……。

町長、陶山清孝君。

○町長（陶山 清孝君） 町長です。少し振興協議会とそれを構成する区長さんとのことで混乱が

あるといけませんので、町長としては振興協議会に何人出してくださいという話をしに行ったわ

けではないんです。町長として私が各振興協議会に行きましたのは、それを構成します区長様方

とお話しができる絶好の機会でございまして、三鴨議員の一般質問にありましたように、他の項

目もあわせてこの機会に農業委員会制度が変わる、さらには、その中で非常に重要なことですの

で、ぜひ地域の中でこの人はという人を御推薦いただきたいということを農業委員会制度のこと

を含めてお話し行ったわけです。現にたくさんの方を御推薦いただいた振興協議会もありますの

で、そこで１名に限定した言い方を私どもがしたかどうかというのは私も定かには覚えてません

けども、７にはしましたが、それが各１名ずつここから出してくださいというところまでは言っ

てないんではないかなと思っています。結果としてそういうことではなかったということも含め

て御理解いただきたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） １番、加藤学君。

○議員（１番 加藤 学君） 加藤です。３月議会の経済常任委員会のときに真壁議員がした質

問の確認ですけれども、真壁議員が企画政策課のときに質問されてると思いますけれども、３月

議会の最中に企画政策課と地域振興協議会の会があったときに、その会に産業課、農業委員会の

ほうから参加されて、そのときに農業委員の推薦を頼んでる。そのとき、各協議会に１名ずつ、

そういうふうな話があったんじゃないでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。確かに３月中に振興協議会のほうに出かけて……。

出かけたという話ですかね。連絡会の話ですか、済みません。

○議長（秦 伊知郎君） もう一度、質問のほうを。

○議員（１番 加藤 学君） 連絡会だったと思います。

○産業課長（芝田 卓巳君） ２月ですね。
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○議員（１番 加藤 学君） ３月です。３月の議会中です。正確には農業委員の説明があった

ときに……。

○議長（秦 伊知郎君） 休憩します。

午後２時１５分休憩

午後２時１８分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開します。

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、議案第４５号、南部町農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる者

の割合を４分の１以上とすることについてを採決いたします。

議案第４５号は、原案どおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、原案どおり可決されました。

議案第４６号、南部町農業委員会委員の任命について、質疑ありませんか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 先ほど候補者名簿の７名を連記した名簿をいただきました。そこ

での質問です。

選考基準に１、２、３、４、５と振ってあります。この５についての質問です、１つは。この

選ばれている１２人のうち７名の全てが選考基準５となっています。５が含まれています。５と

いうのは団体推薦ということです。この場合、個々７名についてお聞きいたしますが、この選考

基準の５というのは、それぞれの候補者の団体推薦というのはどういう団体が推薦してきたので

すかというのが１つですね。

それと、２つ目、この中には２の中立委員というのが入っていなくて、先ほどの町長のお話で

は６番の番号の方について、この方は中立委員も兼ねるというふうにおっしゃいました。

そこで聞きますが、中立委員というのは利害関係を有しない者をと書いてありますので、この
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方が２に該当する、ここに書いていないんですけどもね、選考基準２とするのであれば、そちら

のほうから資料でここに２を追記するという訂正がなかったらいけないのではないかというのが

１つと、それと選考基準２とするに当たって、この方が中立の委員だということがわかる説明を

していただきたいが２つ目ですね。

３つ目が、この中に１番のいわゆる認定農業者等というところで２名が上がっています。この

認定農業者等、認定農業者だけ……。３名ですね。認定農業者じゃなくて、認定農業者等にする

については、中身がどんなのかということは全協でお聞きしてきたところです。

そこで聞きますが、この３名についてはそれぞれ認定農業者なのか、認定農業者等に当たるの

か、等であればどこに該当するのかというのを教えていただきたい。

４つ目が、１２人のうち５名が絞られてきました。ここで外された５名についてはどういう理

由で外されたのかということですよね。番号についていえば、恐らく選考基準に含まれてる、多

いところから選ばれたと思うんですけども、それについてはどうなんでしょうか。私たちの手元

やホームページの中には候補者の全員の名前が出てるわけですね。その方々について候補者とし

てした分、選考から外れた分の違いというのはどこだったのかというの、ちょっと教えていただ

けませんか。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。それでは、まず１点目の推薦団体でございますが、

これは全て地域振興協議会でございます。

それと、２点目の中立委員いうことで資料のほうを、６番の方が中立委員でございますが、そ

ちらのほう、中立委員の記載が漏れてございましたので、資料につきましてはまた後で訂正とい

うことで御了解のほうをお願いしたいと思います。

それと、中立委員の根拠ですが、この方、耕地面積ございませんで、全く農業には携わってお

られないということからの中立委員という意味合いでございます。

それと、認定農業者等ですけれど、認定農業者は、糸田雅樹さんが認定農業者でございます。

そのほか、恩田さんと庄倉さんは準ずる者ということでございまして……。待ってくださいよ、

何に当たるかな、あと。何に当たるかですよね。要件が恩田さんは親族ですね、認定農業者の行

う経営に参画する親族という、条文でいいますと（ロ）に当たります。それと、庄倉さんにつき

ましては、条文の（ト）というところで、まとめますと人・農地プランにある法人の役員という

ことで、規則でいいますと（ト）ということになります。

あと、私も選考委員としておりましたが、外されるといいますか、今回候補者に選ばれません
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でした５名につきましての理由につきましては、町長も言いましたように地域性及び団体推薦、

そのほかいろいろと選考基準を皆さん選考委員の中で議論をされました結果でございまして、特

に項目がどうのこうの、至らないというか、そういうところではございません。最終的にやはり

この７名が評価のほうが高かったということで御理解をいただきたいと思います。私からは以上

です。

○議長（秦 伊知郎君） １３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 名簿が出てきておって、１人ずつについてどうのこうの言うもの

ではありません。あらかじめ断わっておきますが、あくまでも選考についてどうだったのかとい

うこと聞いております。

先ほどの町長、聞いてて、１番の選考基準の５というのが全て７人入っているわけですよ。と

いうことは、どの項が出てきても団体推薦、周りから賛同を得ていることを考慮しているという

ところが入っている。そのことと、町長が地域振興協議会に推薦依頼をしたこと考えた結果も考

えた場合は、この５が地域振興協議会だけなんですよ、団体推薦というのが。この構図ができ上

がるということは、将来同じやり方したら地域振興協議会の推薦がなかったら出れないというこ

とになるんですよ。これは定められた、国が基準を示した推薦ないし１人ずつが立候補してもい

いということが保障されてないことになるではないか、その疑問ですよね。今の方がいけないと

言ってるんやないですよ。そういう仕組みをつくることに問題があるのではないかということを

言ってるわけなんですよ。そういう点でいえば、先ほど私が示させていただいたように、他町村

でやっているような例えば実行組合とか、各集落の認定農業者の集まりとか、法人がこの人を出

したいと言ってくることももちろんオーケーですよと。女性団体やいろんな団体、消費者団体出

すのオーケーですよという仕組みに変えていかないと、南部町では振興協議会がしない限りだめ

だということになるんですよ、そう思いませんか。その辺をぜひともお考え願えないかというこ

とを意見として言っているのですが、どうでしょうか。

それで、これ全く個人についてはとやかく言うもんではありませんが、そういうことから来る

もんだから聞かないといけなくなるんですけども、例えばこの６番の、２番だと、中立性を保っ

てると言われる方の理由がどう言ったかというと、耕地面積持っていないから中立者だと言った

んですよね。耕地面積持ってない住民いっぱいいます。なぜかというと、振興協議会が推薦して

きたからでしょ、そういうことになりますよね。（「地域性もある」と呼ぶ者あり）そうですよ

ね。地域性ってほかにもあるんですよ。言ってみれば、農家が少ない東西町だけが未来永劫に中

立者を出すかということになるわけですよ、そういうことになってくれば。こういう割り振りす
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ればね。ということは、地域振興協議会ごとに推薦割り振りするというのは、農業委員会のそも

そもの選考のあり方からして問題があると言わざるを得ないのではないかと思うんです。

それで、申しわけないですが聞きますので、この６番の中立の方というのは、この要綱に示さ

れているように、どのような委員であっても、農地等の最適化の推進に識見を有して農業の実績

に精通しており、公正中立で、かつ客観的な立場での判断、相談、調査、指導、その他農業委員

の業務として適切な業務ができるよということを判断した根拠を教えていただけませんか。この

方についてそういう判断して推薦したということを教えていただきたいと思います。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 私のほうからですが、補足といいますとあれなんですが、ちょっと

前回、前回いいますか、説明不足がちょっとあったかもしれませんが、補足ということでさせて

もらいますと、団体推薦の件ですが、今回選考された皆さん、確かに団体推薦でございます。そ

のほか５名選ばれなかった方のうち４名も同じく団体推薦ということでございますので、補足で

説明をさせていただきます。

それと、中立委員さんですが、耕作面積のことを言いましたが、農業の関係の利害関係がない

者というものが中立委員ということになっておりまして、利害関係といいますとやはり農地に絡

む利害関係ということがございます。その辺のところから全く農業、農地、関係のない方、この

方は中立委員として当然認められるもんだろうというところでございます。振興協議会のほうで

推薦をされたわけですが、その中での推薦理由としましても、やはりそういったこれまでのこの

方の経験のことを書かれ、若干つけ加えられて推薦をされておられます。ふさわしい方だという

ことでございますので、その辺も選考委員の皆さんで一致した見解になったということでござい

ます。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ３回目だないかいな。（発言する者あり）もう一回あります。（「町長、

答弁なし」と呼ぶ者あり）

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 何回も言いますが、先ほど課長がおっしゃった１２名のうち５名

が外されたんだけど、そのうち４名は振興協議会の推薦ですよとおっしゃいましたが、そのこと

が、私が言っております団体推薦が地域振興協議会に限られてるじゃないかということについて、

何も説明になってないんじゃないかと思うんですよ。要は、私が言ってるのは、南部町では１回

目の選挙で地域振興協議会推薦じゃないと出れないよという構図をつくってしまったということ

言っているんですよ。それは新しい農業委員会の選考を示す、国が示す基準にも反しているんで
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はないかということ言ってるので、十分お考えいただきたいということについて、町長、お答え

していただきたい。

それと、この７名というのは、やっぱり１８名いる農業委員のうち１１名が適正化推進員に回

ってもらって、残りの７名を農業委員にしようというふうに考えたということでいいんでしょう

か。

もう一つ、先ほどのこれ見て皆さんもわかるように、３名をのけてみんながあと現況、農業委

員ですよね。あとそれぞれの方々が農業なさっているかと思うんですけども、６番のほうの中立

的なという方についていえば、それぞれの経歴というんですけども、町長が選任してくるんです

けれども、議会の承認がなかったらできないということ見れば、振興協議会がそれぞれの理由で

推薦してきたんだから、選考委員も認めたんだからそれでいいのだというのでは議会に対する説

明になっていないと思うんです。

先ほど言うように、こちらが示す、個人的なことには何にも、公正中立か客観的な立場で地域

振興協議会は、どのような理由でこの方を推薦してきたのですかということについてはお答えく

ださらないといけないのではないでしょうか。その点と、町長、最後の質問ですから、先ほど言

ったこのやり方、振興協議会の推薦がなきゃ出れない構図をつくるということは、この法律の趣

旨からしても問題あるのではないかという点について、どのようにお考えでしょうか。

あと、もう最後ですね、言いますが、今後、次にこの任命について審査して、それぞれの可否

をすると思いますが、私どもが反対しますが、その理由については個人についての反対ではなく、

この選び方、選考の仕方に問題があるという点で反対をするということですので、それを意思表

示しておきます。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、陶山清孝君。

○町長（陶山 清孝君） 町長でございます。１２名もの方からこうやって農業委員に手を挙げて

いただいたということに、非常にうれしく思いますし感謝をしたいと思っています。図らずも７

名になっていただくわけでして、どうしてもそこを選考委員会の中で一生懸命、御議論いただい

たというぐあいに思ってます。決してこの中の７名から外れたからといって南部町の農業の中で

一つも劣るものではないとは思いますけれども、御苦労の中で何とか７名に絞っていただいたと

いうのは、ここにあります選考基準の中を照らし合わせながらやられたんだと思ってます。

真壁議員が今聞かれました、振興協議会の推薦がなければ農業委員になれないようなことなの

かということについては、これは私は決してそういうことであってはいけないと思います。ただ、

地域性というのはやはり大事にしなくちゃいけないだろうなと、今のところはですね。これは何
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年続くかわかりませんけれども、例えば里部ばっかりの中、大型農業ばっかりやっている認定農

業者の方が５人、６人と占めて、それをよしとするというのはいかがなものかなというぐあいに

今のところは思っています、法律はそういうことを望んでいるわけでして。したがって、地域性

というのは少し大事にせんといけんじゃないかと。３年間の任期の中で農業委員の皆様方とまた

お話しする機会もあると思いますので、今後のあり方だとかそういうものをこれからまた考えて

いきたいと思っていますが、団体はいろいろな団体の中から出てくるのはいいでしょうけども、

ただ、やはり地域性というのは今のところ私は必要なんじゃないかなと、このように思っていま

す。

○議長（秦 伊知郎君） ８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） 済みません、さっきの町長の答弁入れて、ちょっと私も質疑をし

ておきたいです。

今の今回の農業員の７名、地域性が本当に大切なんだということなんですけれど、やっぱりテ

レビを見ている町民さんとか、また農業に直接かかわってない方については何なんだというふう

に思われると思うんですけれど、課長のほうからでいいですので、農業委員の役割ですね、その

辺をちょっと説明をしていただけませんでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 休憩します。

午後２時３６分休憩

午後２時３６分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開します。

産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。簡単に説明させていただきますと、これから農地の

荒廃というものが大変危惧されるというところでございますので、そちらを防ぐために農地の利

用の最適化といいまして、担い手の皆さんへできるだけ農地利用を集積、集約していくというこ

とで、耕作放棄地の発生や防止や解消、それと新規の参入の促進を進めるというようなことが重

要な役割として農業委員に課せられております。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） それは多分、農業委員会、これから決まる農地利用最適化推進委

員さんも含めた全体的なものですね。農業委員、今、県からも委嘱されて、南部町と、もう一つ

どこかですか、例えば農地転用するとかそういったことの部分ですね、私が聞きたいのは。農地
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転用の許可を出したりとか、それから農地法に基づいて所有権を移譲するとかそういったのが農

業委員の仕事で、さっき言われたのはもう農業委員会、今度できる全体的なものだというふうに

私は理解してるつもりなんですけれど、そうなったときに、過去の農業委員というのは各地域か

ら、今、地域性が必要なんだと言われますけど、今までの農業委員というのも公選ではあるんで

すけれど、各地域から選ばれて出た方だと思います。それなぜ地域かというと、その地域の農業

委員さんにお願いがしやすいということがあったと思うんですけれど、その辺の地域性というも

のについて、この新しい７人の農業委員としての役割というものはどういうふうに考えておられ

ますか。

○議長（秦 伊知郎君） 産業課長、芝田卓巳君。

○産業課長（芝田 卓巳君） 産業課長です。先ほど私が言いました農業委員の、農業委員会の全

部の役割だということをおっしゃられましたが、やはり農業委員会には農業委員さんが今回、今

度から議決権を持たれます。その中で、そういう先ほどの言われた農地転用等の問題もそうなん

ですが、それを中心になってやっぱり法的に意思決定を農業委員さんはしていただくということ

になっておりますので、特に農業委員会イコール農業委員さんプラス最適化の利用推進委員さん

になるんですけれど、細かくそれはしちゃいけないとかそういう問題ではございませんで、農業

委員の最適化推進委員さんが確かに現場のほうでの相談とかというのは主にメーンにされる位置

づけになってくるんですけれど、農業委員さんも各地区におられて、その最適化の推進委員さん

と密に連絡をとってその地区の農地の集約等に業務として行っていただくというものでございま

す。

○議長（秦 伊知郎君） よろしいですか。

８番、板井隆君。

○議員（８番 板井 隆君） その辺はよく今までの説明でもきょうの説明でもわかりました。

結局、農業者の代表であるという、要するに地域の農業者の代表であるということが一番だとい

うふうに思ってます。

さっきからいろいろと質疑がある中で、地域振興協議会で、何で７人だったということだった

んですけれど、やはり地域の代表、そして地域の農業の集約化、そして集積、そして発生防止を

防ぐ、耕作放棄地を防いでいくという大きな役目プラス今までの権利の移転とかそういった農地

の転用を含めてこれからやっていただくということで、やっぱり地域性というものが一番大切じ

ゃないかなと思ってますけど、町長、どうでしょうか。

○議長（秦 伊知郎君） 町長、陶山清孝君。
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○町長（陶山 清孝君） 私もそのように思っています。安倍総理が息をのむほど美しい日本の農

地と、それを守るんだという意気込みでこのものを出されたというぐあいに覚えてますが、もう

少しこういう中山間地の農地を守るということには違った意味もあるんじゃないかなと私も思っ

ています。

従前は、先ほども言われましたように、農業委員会の一番の仕事は、農地法等によりその権限

を持つということが、これまではそれが必須事項です。任意事項として担い手への移譲だとかそ

ういうことが任意事項だったのが、今度はこれが必須事項になります。そして、合議体として今

の７名の方たちが最終的に判断をするということですので、担い手への農地の集約だとか集積だ

とか、それから遊休農地の発生の防止であったり、新規参入ですよね、ある株式会社がそこの中

に入ってくるだとか、こういうことに対してもこの農業委員は新たに権限を持って責任を持って

やっていただくと。したがって、地域性があったり専門性があったり、いろいろな多様な判断が

これから必要になろうと、このように思っています。地域性は、やはり今では大事なことだろう

と私も思っています。以上でございます。

○議長（秦 伊知郎君） よろしいですか。

ほかに質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、議案第４６号、南部町農業委員会委員の任命についてを採決いたします。

提案されました１人ずつの採決を行いますので、起立によって採決いたします。

まず、糸田雅樹君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、糸田雅樹君の任命は、原案どおり同意されまし

た。

続いて、市川春樹君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、市川春樹君の任命は、原案どおり同意されまし

た。
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続いて、井上雅夫君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、井上雅夫君の任命は、原案どおり同意されまし

た。

続いて、恩田一秀君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、恩田一秀君の任命は、原案どおり同意されまし

た。

続いて、庄倉三保子君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、庄倉三保子君の任命は、原案どおり同意されま

した。

続いて、竹内友夏君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、竹内友夏君の任命は、原案どおり同意されまし

た。

続いて、野口孝志君の任命に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立多数です。よって、野口孝志君の任命は、原案どおり同意されまし

た。

ここで休憩をとります。再開は２時５５分にします。時間が迫ってますんで、よろしくお願い

します。

午後２時４４分休憩

午後２時５５分再開

○議長（秦 伊知郎君） 再開いたします。

・ ・

日程第１１ 発議案第４号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１１、発議案第４号、議会における地方行政調査についてを議題

といたします。
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提出者である地方行政調査特別委員会委員長、三鴨義文君から提案理由の説明を求めます。

地方行政調査特別委員会委員長、三鴨義文君。

○地方行政調査特別委員会委員長（三鴨 義文君） 地方行政調査特別委員会委員長、三鴨でござ

います。発議案第４号について御説明いたします。



発議案第４号

議会における地方行政調査について

上記の議案を別紙のとおり、南部町議会会議規則第１４条第３項の規定により提出する。

平成２９年６月２３日 提出

提出者 南部町議会地方行政調査特別委員会委員長 三 鴨 義 文

南部町議会議長 秦 伊知郎 様

別紙に内容を書いておりますので、読み上げて提案にかえます。

議会における地方行政調査について

１．目 的

地域の実情に応じた自治体行政を推進するため、先導的役割を果たす議会としての役割が益々

重要となってきている。

少子高齢化及び人口減少が危惧される現在、地域においてこれを乗り越えていくために、住民

同士の思いやりと絆の醸成。さらに住みよい地域の形成を図っていくことが大切である。

また、南部町外の方に移住・定住をしてもらうために、魅力ある南部町を発信していくために

は、町はどのような対策をとっていかなければならないか。さらに、地域公共交通のあり方等に

ついて議会として、深く研究する必要がある。

２．調査事項

（１）小規模多機能自治体について

（２）移住定住促進施策について

（３）子育て王国まちづくり事業について

（４）大学等誘致政策について

（５）地域公共交通網形成計画について

３．調査地
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（１）島根県雲南市

（２）島根県浜田市

（３）岡山県笠岡市

（４）岡山県総社市

（５）岡山県高梁市

４．調査期間

平成２９年７月５日～７月７日のうちの３日間

５．経 費

予算に認められた範囲内

６．調査の方法

地方行政調査特別委員会による関係者からの聞き取り及び現地調査による。



以上、提案いたします。

○議長（秦 伊知郎君） ただいまの説明に対して質疑を行います。質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

本件は、お手元に配付の原案どおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、発議案第４号は、原案どおり可決され

ました。

・ ・

日程第１２ 発議案第５号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１２、発議案第５号、南部町飲酒運転根絶宣言に関する決議につ

いてを議題といたします。

提案者である議会運営委員会委員長、板井隆君から提案理由の説明を求めます。

議会運営委員会委員長、板井隆君。
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○議会運営委員会委員長（板井 隆君）



発議案第５号

南部町飲酒運転根絶宣言に関する決議について

上記の議案を別紙のとおり、南部町議会会議規則第１４条第３項の規定により提出する。

平成２９年６月２３日 提出

提出者 南部町議会議会運営委員会委員長 板 井 隆

南部町議会議長 秦 伊知郎 様



別紙決議文については、景山副委員長のほうから朗読をしていただきます。よろしくお願いし

ます。

○議長（秦 伊知郎君） 副委員長、景山浩君。

○議会運営委員会副委員長（景山 浩君） 副委員長です。それでは、決議書を読み上げます。



南部町飲酒運転根絶宣言に関する決議

交通事故のない、安全で安心して暮らせる社会の実現は、町民全ての切実な願いである。しか

しながら、全国で飲酒運転による危険性や違法性が再三にわたって指摘されているにもかかわら

ず、依然として飲酒運転による痛ましい交通死亡事故が相次いで発生し、まことに憂慮すべき事

態となっている。

飲酒運転根絶のためには、運転者の交通安全意識の向上はもとより、家庭や職場、更には地域

が一体となって、「飲酒運転は絶対にしない・させない」という強い意志を示すことである。

よって、南部町議会は飲酒運転を根絶し、安全で安心して暮らせる南部町を実現するために、

次のとおり住民とともに実践することを誓い宣言する。

１ 運転するなら酒を飲まない

２ 酒を飲んだら運転しない

３ 運転する人には酒を勧めない

４ 酒を飲んだ人には運転させない

以上、決議する。

平成２９年６月２３日

鳥取県西伯郡南部町議会
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

以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ただいまの提案説明に対して質疑を行います。質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

本件は、お手元に配付の原案どおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、発議案第５号は、原案どおり可決され

ました。

・ ・

日程第１３ 発議案第６号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１３、発議案第６号、憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書を

議題といたします。

提案者である真壁容子君から趣旨説明を求めます。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 先ほど議長が読み上げてくださった意見書を提案したいというこ

とで発議させていただきます。貴重な時間いただいてちょっと説明させてください。



発議案第６号

憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書

上記の議案を別紙のとおり、南部町議会会議規則第１４条第２項の規定により提出する。

平成２９年６月２３日 提出

提出者 南部町議会議員 真 壁 容 子

賛成者 同 亀 尾 共 三

賛成者 同 加 藤 学

南部町議会議長 秦 伊知郎 様

－５１－



別紙の意見書（案）を読み上げさせていただきます。

憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書（案）

１９４７年に施行された日本国憲法は、今年で７０周年を迎えた。７０年間、憲法が維持され

てきたのは、国民主権、基本的人権、恒久平和など憲法の理念が国民に支持されてきたからであ

る。

ところが、安倍晋三首相は「憲法９条３項に自衛隊を付け加える」「２０２０年に施行する」

ことを公言した。自民党総裁の任期を３期９年に延長し、任期内に憲法改正を成し遂げようとの

異様な態度である。

海外での武力行使を容認した自衛隊をさらに「合法化」すれば、９条１項の「戦争放棄」や２

項の「戦力不保持、交戦権否認」は意味をなさず、憲法９条そのものが「空文化」することにな

る。自衛隊は、海外で無制限に武力行使が可能となり、日本は「戦争する国」への道を歩むこと

になる。ＮＨＫの調査では、「９条改正」の「必要あり」２５％、「必要ない」５７％となって

おり、国民の意思は明白である。極めて乱暴な進め方はやめるべきである。

くわえて、憲法９９条は、国務大臣、国会議員などは「憲法を尊重し擁護する義務を負う」と

明記されながら改憲を先導するばかりか、行政府の責任者でありながら、立法府の憲法審査まで

口を挟むなど、安倍総理の一連の言動は二重三重に許されるものではない。

このような首相の姿勢は、最も憲法を順守すべき自衛隊制服トップの河野克俊統合幕僚長にま

で広がっている。自衛隊が「憲法に明記される」ことは「非常にありがたい」などと、公然と安

倍首相の改憲発言を支持する事態である。「安倍政権の暴走」も「自衛隊の独走」も絶対に容認

できるものではない。

今求められているのは、憲法を変えることではない。憲法を政治・経済・外交など全てに生か

して、国民のくらしや福祉を向上させ、個人の人権や民主主義、平和を守ることである。

よって、本町議会は国に対し、憲法尊重擁護義務の厳守を強く求めるものである。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年６月２３日

鳥取県南部町議会

【提出先】

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、法務大臣
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

提出先として予定しておりますのは明記してるとおりです。

以上、読み上げました意見書について審査していただき、御賛同賜りますようよろしくお願い

いたします。

○議長（秦 伊知郎君） ただいまの趣旨説明に対して質疑を行います。質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論ありませんか。

まず、原案に反対者の発言を許します。

５番、白川立真君。

○議員（５番 白川 立真君） それでは、この意見書採択すべきでないという立場で討論してま

いります。

この意見書は、憲法改正するなという意味だと思います。委員の皆さんは、現行憲法のもとで

本当に平和や個人の人権が守られていると思いますか。数十年にわたって北朝鮮工作員による日

本人の拉致行為が明らかとなっております。我が国に不法侵入し、善良な市民をさらっていくと

いうものです。後に北朝鮮工作員の証言によれば、１３歳にして拉致された横田めぐみさんは、

４０時間という長い間、爪が剥がれるまで船内をかきむしり、お母さん、お母さんと泣き叫んで

いたそうです。いまだに多くの拉致被害者は、日本の土を踏んでおりません。拉致行為は、誘拐

事件でありません。北朝鮮という国家による侵略行為であります。現行憲法では、国民の生命や

人権を守ることについて十分に対応できないと考えております。現行憲法は、何のために、誰の

ために存在しているのか考えさせられます。

少し時間を巻き戻してみれば、敗戦後の１９４６年、昭和でいいますと昭和２１年の６月、第

９１回帝国議会において憲法のもとになりますマッカーサー憲法草案が可決されました。日本政

府が考案した草案は、当然に日の目を見ることはありませんでした。

現行憲法がつくられてから７０年という時間が流れました。長きにわたり一度も改正されてい

ない憲法ですが、大いに気になるところがあります。我が国の領土や日本国民は一体、誰が守る

のかという点です。９条を含め、どこの条文にも出ておりません。それはなぜでしょうか。ここ

は重要なところなので、よく聞いていただきたいと思います。

マッカーサー憲法草案が可決された時期に注目していただきたいと思います。日本は、ＧＨＱ
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の占領下に置かれておりました。占領のルールとして、アメリカを中心とするＧＨＱが日本を守

ることになるんです。占領されている日本が自衛にかかわることなど書けるはずもありません。

それから、５年という月日が流れます。１９５１年の秋、サンフランシスコにて我が国は連合

国側に独立を認められ、いよいよ一人前の独立国として歩み始めます。このタイミングこそ憲法

改正の絶好のタイミングでしたけども、７０年たった今でも占領下でつくられた状態のままなん

です。機運が高まり始めた今、マッカーサー占領憲法に別れを告げ、日本人がつくる、日本人の

ための日本国憲法をつくろうではありませんか。

マッカーサーが厚木におり立ったとき、コーンパイプをくゆらせながらこうつぶやきました。

メルボルンから東京までは長い道のりだった。本当に長い長い道のりだった。私もマイルドセブ

ンをくゆらせながらこうつぶやきたい、ＧＨＱ本部、第一生命ビルから国会議事堂までは本当に

長い道のりだったと。終わりです。

○議長（秦 伊知郎君） 次に、原案に賛成者の発言を許します。

１番、加藤学君。

○議員（１番 加藤 学君） １番、加藤です。くしくも昨日の新聞で憲法改正案というものが

載りました。我が国を防衛するために必要な最小限度の実力組織として自衛隊を設けることを妨

げるものと解釈してはいけない、これが９条の２です。さらに２が続いて、内閣総理大臣は、指

揮権、総監督権を持つ。自衛隊は、国会の承認、その他民主的な統制に服する、そういった意味

のことが書いてありました。

現在、憲法９条第２項の中には２つのことが書いてあります。日本国においては、陸・海・空

の軍隊を持たない。そして、もう一つは、戦争する交戦権、これは認めない、この２つが唱えら

れております。

現在、昨日の新聞に出てきましたこの改憲案、これをそのまま読んだ限りではそれほど変わら

ないだろうみたいな雰囲気があります。しかしながら、これは憲法９条第２項の次に乗っかる形

をとります。そうなった場合、どうなるのか。これは憲法９条第２項、これが完全に死文化して

しまいます。そうなった場合、ここに書いてあるとおり、自衛隊、これは世界中どこに行っても

戦争ができる、そういった状態になってしまいます。

また、先ほど白川議員がおっしゃいました北朝鮮の日本人拉致の問題、この問題と昨日載った

この憲法改正、特に９条だけにおいてこれは載ってるんですけれども、これは何か少し違うよう

な気がします。

それと、ＧＨＱのマッカーサー憲法の話、これは全面的に憲法を改正するという話、多分、そ
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ちらのほうで旧自民党が唱えていた憲法改正案、そちらのことに近いのではないかと思います。

昨日新聞に載った憲法９条だけに限っているこの改正案とは少し開きがあるのではないかと思い

ます。

そもそも現在、日本国憲法の中に憲法９条、この平和憲法と言われるものがなぜあるのか。こ

れは第二次世界大戦を体験した日本人の方が多くいたからです。日本人の方の中で、特に高齢者

の方で第二次世界大戦を体験した方の中に、戦争をしてよかったという方はいらっしゃいません。

自分が戦争を体験して苦労した、戦後、食糧難に遭って苦労した、そういう方しかいらっしゃい

ません。

特に戦争末期、大阪、東京といった大都会では大空襲が起き、一般市民、戦争とは関係ない人

が多く亡くなっております。さらには、長崎、広島では原爆が投下され、やはり一般市民の方、

戦争とは全く関係ない老若男女の方が多く亡くなっております。沖縄においては日本で唯一、地

上戦がありました。そして、やはり多くの一般市民の方が亡くなっています。

終戦が終わって、自分の知り合い、身内を亡くした方、こういった方がたくさんいます。そう

いった方々は、自分が経験した苦労、そういったことを自分の子孫、子や孫、ひいては子々孫々、

そういった人間に決して体験させたくない、味わわせたくない、そういう思いがあったから今回

憲法９条があるんです。決して憲法９条は変えてはならない、そういうものだと思います。以上

です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論はありませんか。

９番、景山浩君。

○議員（９番 景山 浩君） ９番、景山です。私は、この意見書の提出は必要ないものとする

立場から発言をさせていただきます。

この意見書、憲法９９条で遵守・擁護義務があるということに基づいて改憲の議論を一切しち

ゃだめだといった、そういった趣旨に私は読み取れます。同じ憲法の中で、９６条ではきちんと

改正条項が設けられております。改正することも前提につくられた憲法の改正を議論することを

やめろということは、ちょっと何かつじつまが少し合っていないのかなという気もいたします。

それと、この中で、意見書案の中でたくさん出てまいりますのが自衛隊になります。先ほど白

川議員もおっしゃっておられましたが、自衛隊というものを認めるのか、認めないのかというと

ころは、しっかりこれは今後も議論をしていくべきことだろうというふうに思います。

憲法でいえば、９条で戦力の不保持というふうになっています。ところが、自衛隊法で直接・

間接的な侵略に対して我が国を防衛するための組織、戦力として自衛隊が厳然として存在をして
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いますし、何かあった場合は私自身も守ってもらいたい、家族や友人や同胞を自衛隊に守ってほ

しいという思いもあるわけです。どっかよそに戦争に出かけていくというだけではなくて、そう

いった面からは非常に心強い存在であります。

ところが、憲法と自衛隊法では少し、ボタンのかけ違いといいますか、ずれがあって宙ぶらり

んになっている状態が現状だと思います。私も法律をしっかりと勉強したわけではないので、ど

ういうふうに憲法を改正していったほうがいいとかというようなことは全くよう言いませんが、

ただ、現状の既にある戦力だと思います、私は。守るための戦力である自衛隊の存在がありなが

ら戦力を不保持だと、そして攻めてこられたときには戦って守らなければならないんですけれど

も、交戦権の放棄だという、こういう矛盾、解釈で何とかしのいできてる状態を、きちんと現実

に即したようなものに変えていく議論や努力というのは今後も継続的に必要だろうなというふう

に考えますので、この意見書を提出する必要はないというふうに思います。以上です。

○議長（秦 伊知郎君） ほかに討論ありますか。

１２番、亀尾共三君。

○議員（12番 亀尾 共三君） 亀尾です。私は、この発議案はぜひ採択すべきであるというぐあ

いに感じ、思うものであります。

実は先ほど、戦後の憲法ですね、今の憲法が発令されたのはアメリカのマッカーサーの押しつ

けだということだったですけども、これは大変な間違いですよ。あのときに主権は、以前は、大

戦前までは、戦前は、主権は天皇ということで、いわゆる臣民だと、一般国民はね。そういうこ

とだったんです。しかし、初めてこの憲法が出るときに、日本の共産党なんかは特に主張したん

ですけども、主権は国民にあるんだと、一人の国のものではない。やっぱり平等に権利を持って

やるんだということで始められた憲法なんですよ。決して、アメリカが言ったことも確かに少し

はあると思いますけども、しかし、ほとんどが日本の総意によって、日本国民の総意によってつ

くられた憲法です。

それで、今回一番危惧するのは、本来は、ここにもあるんですけども、権力者というのは憲法

を一番守らなければならないことなんですよ。総理大臣は憲法記念日のときに、安倍総理大臣み

ずからが憲法を変えんといけんと言ったんですけども、行政のトップというのは執行機関をつか

さどるものであって、法律に対して変えるだとかそういうようなこと言うのは、これ完全な憲法

違反ですよ。こんなことは踏み込んじゃいかんですよ。そういうことをやってる。

それと、比較してみたいんですけども、私が昭和２４年に小学校入学しましたけども、大変に

物不足でした。もう紙といえばちり紙の、ティッシュのちょっと厚いようなの、消しゴムといっ
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たら靴底みたいなもんだったです。そういう状況の中で、しかし、今、経済大国と言われた、し

かし、働く者の賃金は一向になかなか上がらない状況ですけども、しかし、これだけ復興した、

外国から見れば経済大国だと言われるようになったのは一体何か。それは憲法９条であるように、

武力を持たない、交戦はしないという平和主義を貫いたからこそ、ここまで来たんです。

ところが、サンフランシスコ条約で結ばれたんですけども、安保条約というものができて、ア

メリカが今、基地を置いてそういうことをやってる。そして、最近では辺野古の地域に、普天間

をのくかわりにそこにつくるんだという、とんでもない話じゃありませんか。国際法では、戦勝

国、勝った国が支配してはならないということが規則なんですよ。ずっと今も、７０年もこうい

うことが続いてる。

以前、冗談めいて私に言った方がありました。自衛隊ができたけども、これは外国からのもん

から、外国の侵略を守るということだろうと、アメリカが侵略しとるのに何で追い出さんのだと、

そういうようなことを、極言ですよ、冗談半分だったですけどそういったような人があったんで

すよ。日米安保条約なんかもあるがためにそういう状況になってるんです。本当からいったら国

際法違反なんです、これは。こういうことをやる。

そして、米軍が起こした事故でもこの間、横浜のあの海であったでしょ、コンテナ船とアメリ

カの軍艦が衝突した。そのことを、日本の領海ですから当然日本のそういう調べる機関が入って

調べりゃいいんですけども、日米地位協定のために日本は勝手に捜査ができないというんだ。ま

さにこれこそ大変な状況ではありませんか。

そして、国際的に見れば、南米のコスタリカだったはずですけれども、一国は、あの日本の憲

法、ああいう憲法をぜひうちの国でもしたいという。つまり、戦争をなくして武器を持たずに外

交に力を入れて、そして国際的な平和を保ちたい、こういう声が出てるんですよ。

私は、北朝鮮との問題でも力で押すようなことをするんではなくて、外交というのは国際法で

も認められてるんだから、これをやっぱり努めていくため、そのためにはこの世界に誇れる日本

の憲法を変えるようなことはあってはならない。次の世代、未来永劫の世代にもこれはぜひ続け

ていくべきだということを主張して、私の討論を終わります。

○議長（秦 伊知郎君） これで討論を終結いたし……（発言する者あり）

討論ありますか。

１３番、真壁容子君。

○議員（13番 真壁 容子君） 申しわけありません。提案した者ですけれども、反対討論ももう

少しあるのではないかと思ったんですけども、ちょっと先ほどこれをすべきではないという意見
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の中で、今回の意見書案については憲法を全く変えるなと言ってるんじゃないかという景山議員

の意見がありました。ちょっとそのことについて提案した側から説明させてもらいたいと思うん

です。

今回提案するに当たって私たちは、憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書で、憲法を変える

なと書いてないんですよ。中でそれも十分考えながらしたんですけれども、ちょっと余りにも今

の安倍首相が、首相でありながら憲法９９条に定められている国務大臣、国会議員などは憲法を

尊重して擁護する義務を負うと言ってるのに、加えて期限を切ってオリンピックまでにするんだ、

それと行政府なのに、立法府ですね、いわゆる自民党や与党に対してでも早くやれと、こういう

感じで口を挟んでくる今の総理のあり方に対して、私たちは地方議員といえども憲法を守る立場

からやめろという声を上げていこうではないかと。これは憲法を守る立場から、とり方いろいろ

あると思うんですけど、内容はそういうことなんですよ。だから、決して、憲法９６条に規定さ

れてるように国民投票で憲法を変えていく論議って大いに起こってくるかもしれないだろうと、

そのことについてはするなとは言ってなくて、もしそういうふうに国民が声を上げるのであれば、

私たちは憲法問題について堂々と論を交わしながら、国民多数で憲法どのようにするかというこ

と決めていったらいいというふうに思っているんですよ。

ところが、今、議会の中には、いわゆる自民党応援なさってる方もいらっしゃるので、その方

と当然、もう野党と与党と意見が違うんだというのがあるのかもしれませんが、そこをちょっと

お考え願いたいというのは、今回、自衛隊もやめさせろとかそういうこと言ってるわけじゃない

んですよね。この憲法で私たちは、とりわけ憲法９条を変えるという安倍首相が自衛隊つけ加え

ることはどういうことかということに踏み込んでいったら、自衛隊を認めるか認めないかという

ような問題ではないわけですよね。

仮に私、もし次、討論なさる方がしたらお聞きしたいのは、今、自衛隊のジの字も書いていな

い日本国憲法のもとで世界何位という自衛力、防衛力を持つような、いわゆる軍事力持つような

自衛隊ができてるわけですよね。それのどこが足りなくて憲法変えようとしてるのか聞きたいん

ですよ。

先ほど景山議員が言いなった、よそから攻めてこられたら守ってほしいって、これ交戦権、自

衛権は行使するということは自民党言ってるわけですよ。もう歴代の自民党が憲法９条のもとで

も自衛権保障されると、こう言ってるわけですよ。それに対して野党の一つである共産党なんか

も、自衛隊認める認めないも、現実あるというものは認めてるわけですよ。それで、少なくとも

自衛力については、これは普遍の問題であって、個別的自衛の問題は普遍の問題だというところ
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を言ってるわけですよ。だから、そういうことやめさせろと言ってるわけないんですよね。そう

いうこと考えたら、今、自衛隊書き込むということは、海外で戦争する自衛隊にしていくという

ことしか考えられないということが、今、懸念してる多くの人の声ではないでしょうか。

申しわけないですけども、安倍政権が第２次安倍政権になってから、今まで軍事力というのは

ずっとふえ続けて５兆円に、２０１６年、初めて突破したわけですよね。それだけじゃないと思

いませんか。安倍内閣の危険性というのは、先ほども出た特定秘密保護法の強行とか盗聴法、そ

れからあの戦争法ですよ、今回の共謀罪。どういうこと行ってるかって、先日でしたかフランス

で武器ショーが起こりましたよね。日本出たじゃないですか。三菱重工と一緒になって日本政府

が行って、どこでしたっけ、そうそう、防衛装備庁というところが売り込みやってるじゃないで

すか。国民が知らないだけで武器三原則も崩されてきて、その中でやってることは、世界では一

緒になってそういうことやってるわけですよ。

もう一つ言えば、大学の先生たちが言ってるのは、２０１４年に防衛省が大学研究機関との研

究協力を本格化させて、大学は防衛省と一緒に研究するところの予算を１８倍もふやしてきて、

大学の先生方が、鳥大も島大もそうでしたよね、雄姿でしたけれども、そういう研究はしないん

だということを声明上げていってるという状況なんですよ。この状況というのは、今、憲法９条

持っている日本の中でちょっと異常な状態だと思いませんか。

そういう中で何をしてくるかというと、残念ながら見えてきてるのは、この災害の、守るとか

自衛ではなくて、この間やった、拡大解釈してあった戦争法に基づいて海外で戦争させる以外に

ないと思いませんか。そういうことが国民望んでいるのかことで、ＮＨＫの調査を載せさせても

らったんですよ。ＮＨＫの調査、低いほうです。朝日新聞なんかもっとたくさんの量が、反対の

声が起こっていました。

加えて、きょう、６月２３日は沖縄の慰霊の日ですよね。沖縄県で４人に１人、外国人も含め

て２０万人が亡くなったのではないか。いまだに遺骨すら帰らなくて、その遺骨をどうするかと

いうこと新聞で出ていました。

南部町でいえば、これは旧西伯でも、改めて戦争法のときに私、町の西伯町誌読んだときに、

町の仕事として兵事というのがあって、そこで恐らく村長さんなされたと思うんですけども、赤

紙を切って、これまで旧西伯では３７１人の方が戦没者として上がって、慰霊碑の中に入ってら

っしゃるわけですよ。それを編さんされた方々に私、本当に何か胸を打たれたんですけれども、

その方々の中でとりわけ天津の満蒙開拓青少年団とか、満蒙開拓団や義勇軍ですよね、それらも

町の仕事の中の一部として残っているわけですよ。
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皆さんの中には極端なことを言うと言うかもしれませんが、戦前のことを見ていたら、今の安

倍内閣のやっていることは、今の憲法の中で最大限できることやって、締めくくりに共謀罪、今

の自民党が３分の２ある中で憲法を変えようという動きですよね。これは私は、自民党を応援す

る方々も含めて、今までの自民党、そうじゃなかったのではないかということを心から言いたい

と思うのです。

そういう意味では、この南部、旧西伯でも地元でも、戦争の惨禍によって苦労なさってきた方

がたくさんいらっしゃる。そういうことを考えたら、私たち、想像にかたくないと思いませんか。

少なくとも今の安倍さんに、あんたは首相なんだから、首相の立場では思っとってもそんなこと

言ったらいけんぞという声を一緒に上げようではありませんか。

それで、本当に憲法を変えようというのであれば、首相の立場からではなくて、国民やみんな

が上がってくる中で論議していくというのが本来の憲法のあり方と思いませんか。そういうこと

でいえば、私は今、自民党を応援する方々も含め、今の安倍さんにちょっとおかしいぞとおきゅ

うを据える意味でも南部町からこの意見書上げたいと思いますので、ぜひ御賛同くださいますよ

う、よろしくお願いいたします。

○議長（秦 伊知郎君） これをもって討論を終結いたします。

これより、発議案第６号、憲法尊重擁護義務の厳守を求める意見書を採決いたします。

賛成、反対御意見ございました。起立によって決したいと思います。

原案に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○議長（秦 伊知郎君） 起立少数です。本案は、否決されました。

・ ・

日程第１４ 発議案第７号

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１４、発議案第７号、地方財政の充実・強化を求める意見書を議

題といたします。

提案者である総務経済常任委員長、三鴨義文君から趣旨説明を求めます。

総務経済常任委員長、三鴨義文君。

○総務経済常任委員会委員長（三鴨 義文君） 総務経済常任委員長、三鴨です。



発議案第７号

地方財政の充実・強化を求める意見書
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上記の議案を別紙のとおり、南部町議会会議規則第１４条第３項の規定により提出する。

平成２９年６月２３日 提出

提出者 南部町議会総務経済常任委員会委員長 三 鴨 義 文

南部町議会議長 秦 伊知郎 様



別紙、意見書をつけておりますので、副委員長に朗読してもらって提案にかえます。

○議長（秦 伊知郎君） 副委員長、滝山克己君。

○総務経済常任委員会副委員長（滝山 克己君） 副委員長の滝山でございます。別紙のほうを朗

読させていただきます。



地方財政の充実・強化を求める意見書（案）

地方自治体は、子育て支援策の充実と保育人材の確保、高齢化が進行する中での医療・介護な

どの社会保障への対応、地域交通の維持など、果たす役割が拡大する中で、人口減少対策を含む

地方版総合戦略の実行やマイナンバー制度への対応、大規模災害を想定した防災・減災事業の実

施など、新たな政策課題に直面している。

一方、地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限られる中で、新たなニーズへの

対応と細やかな公的サービスの提供が困難となっており、人材確保を進めるとともに、これに見

合う地方財政の確立をめざす必要がある。

こうした状況にもかかわらず、社会保障費の圧縮や「公的サービスの産業化」など地方財政を

ターゲットとした歳出削減に向けた議論が加速している。とくに「トップランナー方式」の導入

は、民間委託を前提とした地方交付税算定を容認するものであり、地方財政全体の安易な縮小に

つながることが危惧されるものとなっている。「インセンティブ改革」とあわせ、地方交付税制

度を利用した国の政策誘導であり、客観・中立であるべき地方交付税制度の根幹を揺るがしかね

ないものである。また、「骨太方針２０１５」以降、窓口業務のアウトソーシングなどの民間委

託を２０２０年度（平成３２年度）までに倍増させるという目標が掲げられているが、地域によ

る人口規模・事業規模の差異、公共サービスに対する住民ニーズ、各自治体における検討経過や

民間産業の展開度合いの違いを無視するものであり、数値目標設定による民間委託の推進には賛

同できない。

本来、必要な公共サービスを提供するため、財源面を担保するのが地方財政計画の役割である。

しかし、財政再建目標を達成するためだけに歳出削減が行われ、結果として不可欠なサービスが
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削減されれば、本末転倒であり、国民生活と地域経済に疲弊をもたらすことは明らかである。

このため、２０１８年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、国民生活を犠牲にする財

政とするのではなく、歳入・歳出を的確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実

と地方財政の確立をめざすことが必要である。このため、政府に以下の事項の実現を求める。

記

１．社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する地方自治体の

財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保をはかること。

２．子ども・子育て支援新制度、地域医療の確保、地域包括ケアシステムの構築、生活困窮者自

立支援、介護保険制度や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニーズへの対応と

人材を確保するための社会保障予算の確保および地方財政措置を的確に行うこと。

３．地方交付税における「トップランナー方式」の導入は、地域によって人口規模・事業規模の

差異、各自治体における検討経過や民間産業の展開度合いの違いを無視して経費を算定するも

のであり、廃止・縮小を含めた検討を行うこと。

４．災害時においても住民の命と財産を守る防災・減災事業は、これまで以上に重要であり、自

治体庁舎をはじめとした公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十分な期

間の確保を行うこと。また、２０１５年度の国勢調査を踏まえた人口急減・急増自治体の行財

政運営に支障が生じることがないよう、地方交付税算定のあり方を引き続き検討すること。

５．地域間の財源偏在性の是正のため、偏在性の小さい所得税・消費税を対象に国税から地方税

へと税源移譲を行うなど、抜本的な解決策の協議を進めること。

６．各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体税制に与える影響を十分検証した上で、代

替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応をはかること。

７．地方財政計画に計上されている「歳出特別枠」「まち・ひと・しごと創生事業費」等につい

ては、自治体の財政運営に不可欠な財源となっていることから、現行水準を確保すること。

８．上記の財源措置について、臨時・一時的な財源から恒久的財源へと転換をはかるため、社会

保障、環境対策、地域交通対策など、経常的に必要な経費に振り替えること。

９．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、市町村合併の算定特例の終了を

踏まえた新たな財政需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の強化などの対策を講じる

こと。

１０．地方交付税原資の確保については、臨時財政対策債に過度に依存しないものとし、対象国

税４税（所得税・法人税・酒税・消費税）に対する法定率の引き上げを行うこと。
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以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。

平成２９年６月２３日

鳥取県西伯郡南部町議会

【提出先】

内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、内閣府特命担当大臣（経

済財政政策）、内閣府特命担当大臣（地方創生）



提出先は記載のとおりでございます。

○議長（秦 伊知郎君） ただいまの趣旨説明に対して質疑を行います。質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 質疑なしと認めます。

質疑がないので、質疑を終結して、これから討論を行います。

原案に賛成のほか討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） これで討論は終わります。

これより、発議案第７号、地方財政の充実・強化を求める意見書を採決いたします。

本案は、原案どおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、本案は、原案どおりに可決されました。

・ ・

日程第１５ 委員会の閉会中の継続調査の申し出について

○議長（秦 伊知郎君） 日程第１５、委員会の閉会中の継続調査の申し出についてを議題といた

します。

お諮りいたします。議会運営委員会、広報委員会及び議会改革調査、複合施設建設調査、地方

行政調査、各特別委員会から、会議規則第７５条の規定により、閉会中の継続調査の申し出があ

りました。

お諮りいたします。各委員長の申し出どおり、閉会中の継続調査に付すことに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。よって、各委員会から申し出のとおり、閉会中
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の継続調査に付すことに決定いたしました。

・ ・

○議長（秦 伊知郎君） 以上をもちまして今期定例会の会議に付議された事件は全て議了いたし

ました。

よって、第３回南部町議会定例会を閉会したいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（秦 伊知郎君） 御異議なしと認めます。これをもちまして平成２９年第３回南部町議会

定例会を閉会いたします。

午後３時４１分閉会

議長挨拶

○議長（秦 伊知郎君） 閉会に際しまして、一言御挨拶を申し上げます。

６月定例議会の閉会に当たり、一言御挨拶を申し上げます。

６月１６日に開会以来、本日までの８日間にわたり、一般会計補正予算等、当面する町政の諸

案件、議員各位の真剣な討論、審議により全てを議了いたしました。極めて妥当な結論を得まし

たことに対し、その御努力に対しまして深く敬意を表しますとともに、厚くお礼を申し上げます。

また、町長を初め、執行部におかれましては、審議の間、常に真摯な態度をもって御協力いた

だきましたことに対しまして感謝を申し上げます。

なお、今期定例会におきまして、議員からの一般質問、あるいは質疑、また意見、要望等につ

きましては、町政執行に際しまして十分施策に反映されますよう要望する次第であります。

さて、これから本格的な夏を迎えるに当たり、皆様におかれましては健康に留意され、ますま

すの御活躍なされますことをお願い申し上げまして、閉会の御挨拶といたします。どうもありが

とうございました。

町長挨拶

○町長（陶山 清孝君） 閉会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。

６月定例議会は、６月１６日から本日までの８日間にわたり開催され、平成２９年度一般会計

補正予算、追加上程いたしました農業委員会委員の任命など、１１議案、本日、全議案とも賛同

賜り、御承認をいただき、まことにありがとうございました。

１９、２０日両日には、１０名の議員の皆様から一般質問を頂戴いたしました。水道事業の課
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題、移住定住、観光振興、地域防災力の向上、さらに農産物の直売所の課題、働き方改革や複合

施設、企業の創業支援であったり、また子供たちの環境課題、健康政策、東西町の引き続き長い

課題でありました運動公園の整備についても御議論をさせていただきました。現在、私たちの南

部町を取り巻く多様な課題に対する問題提起ではなかったかと思います。

それぞれの問題に丁寧な答弁をさせていただいたつもりではおりますが、議論のかみ合わなか

った部分については、また不足した部分もあったと思いますので、私の勉強不足の面も多々ある

と思いますが、今後ともどうぞ御指導いただきますようお願い申し上げます。

いよいよ６月も余すところ１週間になってまいりました。空梅雨を思わせるような天候が続い

ておりますが、７月は梅雨前線による集中豪雨の月でもございます。７月１日には役場職員の防

災訓練を予定し、豪雨災害から住民の命を守る防災・減災への備えを確認する予定でございます。

いよいよ暑い夏が間近でございます。どうか議員の皆様には御自愛の上、御活動いただきます

よう心からお願いを申し上げます。

閉会に当たってのお礼の御挨拶といたしたいと思います。ありがとうございました。
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